
営業冷蔵倉庫の課題、取り組み
と要望・政策提言について

２０２０年８月１７日
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構成

１．庫腹のひっ迫と今後の建て替え・整備
２．サプライチェーン全体での改善・効率化
３．人手不足への対応
４．自動化等による省力化・省人化
５．地球環境問題への対応
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１．庫腹のひっ迫と今後の建替え・整備

• 現状、東京、横浜、神
戸等大都市では庫腹は
満杯であり、他の主要
都市でもひっ迫

• 要因として、輸入食
材・冷凍食品増加（長
期）、在庫循環の山
（中期）、貿易協定発
効・コロナ禍等（短
期）

• 日本の食糧消費全体は
長期的には減少が見込
まれるが、当面、都市
部を中心に、庫腹が
ひっ迫する懸念あり
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進まない冷蔵倉庫の建て替え・整備

• 冷蔵倉庫は、通常、40年超で建て替
えが行われるが、それは、耐震化、
容積拡充、新技術導入のために必要

• しかし、元々、建設費がかかる上、
近年は建設費高騰等により建て替
え、整備が進まない

• 特に、東京は土地がなく、S&Bが困
難で進んでいない

• 骨太の方針2020では、物流拠点の整
備等によるフードサプライチェーン
の強化等が謳われており、食のイン
フラである冷蔵倉庫の建て替え・整
備が必要
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ソフト、ハード織り交ぜた庫腹対策の必要

• 建築基準法運用緩和
（例、現行、庇1m超は建
築面積に参入）

• 都市計画法運用緩和（容
積率、建蔽率⇒高層化等
が可能に）

• 東京等大都市での冷蔵倉
庫用地確保

• 老朽更新・新設への税
制、財政等の支援

• 港湾行政単位の統合等
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【要望・政策提言】
• 自家用冷蔵倉庫の営業冷蔵
倉庫としての活用

• 動物検疫等の運用改善（現
行、港湾の近距離でしか受
けられない）

• 港湾用地のバンプール活用
• 物流効率化法の適用拡大
（IC15キロ以内、子会社へ
の賃貸等）



２．サプライチェーン全体での改善・効率化

• 冷蔵倉庫の寄託物の9割以
上は食材・食品。

• 当協会は、政府の「食品流
通合理化検討会」等に参画
しており、それぞれの提言
の着実な実施を期待。

• 冷蔵倉庫における保管・流通の
業務は、食のサプライチェーン
の一環であり、上流・下流の顧
客等に左右される

• 荷主企業、消費者を含めたサプ
ライチェーン全体の調整・改善
を期待
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「荷主と運送事業者の
協力による取引環境と
長時間労働の改善に向
けたガイドライン加工
食品物流編」から

消費者



官民による改善、標準化

【要望・政策提言】
（商慣行、取引条件の見直し）
人手負担、食品ロス等となる取
引条件・商慣行等の、官民による
見直しの強化を期待
• 3分の1ルールの見直し
• 賞味期限の年月表示化
• 外装ダメージのガイドラインの
制定

• リードタイム延長による出荷業
務・輸送需要の平準化が効果
的。一定の欠品許容も必要

（物流情報の共有）
SIPにおける物流情報基盤の検

討等において、例えば
• 倉庫設備(一定以上の自家用含
む)、運送車両のコード体系確
立とプラットホーム化

• 温度帯、サイズ(容積)、重量、
梱包荷姿、耐荷重(段積)と個数
をデータエレメントとする

• 以上により共通発着地域と曜
日で共同集荷・配送の情報発
信が可能に
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パレット化は義務付けも、トラック予約
は入出庫改善が本質

(輸送単位の標準化)
• パレチゼーションは、例えば、次のよう
な段階的手順で

① 標準規格(サイズ)の絞込み＝3種類に

② 業種・業界ごとの絞込み＋トラックのボ
ディーサイズの再検討で各業種・業界で1種類に

③法に拠る強制と行政による補助で長期的な(10
～15年)達成期限の設定

④サイズ規格と並行して材質についても木製中
心から廃プラ再生品へ統一

⑤統一情報チップ埋込を標準化

• 入出荷単位のパレット単位への移行

• カートンサイズ、強度の適正化

• 「バンド掛け」（複数のユニットを1ケー
スとして扱うためバンドでまとめたも
の）は、マテハン等の障害

8

（入出庫業務の改善）

（入出庫量により手作業も可能だが）
トラック予約受付システム導入は入出
庫改善の良い契機

• まず、バース管理の確立が必要

• 予約運用では、先着順でない作業効
率順の荷役、到着不確実性の処理等
が必要

• システム上の課題として、倉庫、車
両のコード化等（先述）、並立する
アプリの相互連携、まとめのサイト
など必要

• なお、冷蔵倉庫では、温度管理のた
め入庫受入準備等が必要であり、事
前の情報共有が重要



３．人手不足への対応
• 冷蔵倉庫業においても、フォーク
リフト・デバン・ピッキング要員
の不足が見られる
【要望・政策提言】
• 女性、高齢者等活躍支援策（トイレ
増改修、更衣室増改修、託児所等子
育て支援、パワースーツ導入等）

• 外国人の技能実習、特定技能制度の
検討への引き続きの支援

• 標準約款による附帯作業の別料金の
明確化

• 人材確保のため、通勤の公共交通
ネットワークの整備等

• 地方で物流を学ぶ場の整備
• 入出荷業務平準化、深夜作業軽減
（先述）
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４．自動化等による省力化、省人化
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無人フォークリフト －20度

タブレットによる検品

OCRによる賞味期限自動読み取り

カメラとAIによる物体認識・記録
⇒庫内業務改善に活用



低温環境、中小企業への配慮が必要

• 究極の省人化は完全自動倉庫の導入
だが、倉庫建て替えは土地不足、投
資採算などから、最近は、あまり進
んでいない

• 既存倉庫における省力化・省人化に
取り組みが行われている。低温化で
の作業を減らし、なくすことは人材
確保に必要。

• ①低温環境への対策技術の開発 ②
市場規模が小さくコストがかかる冷
蔵倉庫向け技術開発へのインセン
ティブが課題

• また、デジタル化など新技術の中小
企業への普及は課題

【要望・政策提言】

• 低温仕様の自動倉庫、自動荷役機器、高
度情報化機器及びソフト等、技術革新へ
の補助等の支援策。中小企業への配慮

• 低温向け技術開発、実証実験等への補助
等の支援策

• 自動化機器の走行速度などの適時適切な
見直し

• 技術としては例えば、以下が有効

－自動倉庫と自動入出荷装置の連動によ
る無人自動入出庫

－入出荷事前情報登録(貨物映像を含む)
と貨物自動認識装置による自動検品
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５．地球環境問題：オゾン層保護と温暖化防止
日本のフロン削減義務
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• 1980年代、日本ではアンモニア冷媒
による事故が頻発、政府がフロンへ
の切り替えを誘導した経緯もあり、
かなりフロンが使われている。

• 今後も自然冷媒への切り替えが課題
• また、電力使用が不可欠だが、再生
可能エネルギーに係る賦課金の負担
が大きい。

【要望・政策提言】
• 自然冷媒化補助金の維持拡充
• 再生可能エネルギーに係る賦課金に
ついて製造業等と同様の減免率の適
用



６．自然災害、コロナ等対策
• 冷蔵倉庫はコロナ禍でも、エッセンシャルな業
務として継続

• 食の供給は災害時に不可欠
• 会員の中には一次避難拠点となる企業もある

【要望・政策提言】
• 引き続き政府による衛生資材あっせん、感染対
策指導

• 職員のワクチン接種、検査の優先
• 運送同様、災害時等の「継続すべき事業」とし
ての明確な位置づけ、現場職員等の顕彰

• 非常用発電機の補助の継続・拡充
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一次避難受け入れ訓練

非常用発電機



７．冷蔵倉庫の規制等
• 冷蔵倉庫の食生活、食に関
わる生産・貿易活動を支え
る機能は不変

• 供給の安定性は必要
• 今後は、輸配送、加工のみ
ならず、金融・商品販売促
進・商品開発・マーケティ
ング等の機能も担っていく

• 倉庫の規制も基本的な機能
を保全しつつ、変化に即し
て柔軟に見直しを行うべき

【要望・政策提言】
• 倉庫業法の基本的な枠組みの
維持

• 公正な競争のための設備・料
金監査の適切な遂行

• 先述のとおり、時代の要請に
合わせた関係法令の見直し、
柔軟な運用

• 標準寄託約款は制定後60年経
過し、見直しが必要
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冷蔵倉庫の級別と温度帯

2

冷蔵倉庫－－－＞ ＜－－－普通倉庫

F4 級 F1 級F3 級 F2 級 C1 級 C2 級 C3 級

【超低温】(-40℃以下)

未満 以下未満 以下未満 以下 未満 以下 未満 以下 未満 以下

-50℃ -40℃ -30℃ -20℃ -10℃ -2℃ 10℃ 20℃

以下

マグロ など

【 冷凍 】(-18℃以下)

魚介・畜肉・冷凍食品

アイスクリーム

パン生地 など 【 冷蔵 】(-18℃～+10℃)

乳製品・練り製品

野菜・畜肉・鮮魚介 など

【定温(低温) 】(+5℃～+18℃)

マヨネーズ・チョコレート菓子

米穀類 など

【チルド】（-5℃ ～ +5℃）

【氷温冷蔵】（-2.2℃ ～ +2℃）

【パーシャル】（-3℃ ～ -2℃）

（冷蔵倉庫の温度帯区分）

（一般的な温度区分）



冷蔵倉庫の種類と所在
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港湾型冷蔵倉庫：
貿易港のそばで、輸入食

材・食品を保管

産地型冷蔵倉庫：
野菜、果物の産地、漁港の

そばで、収穫を保管、適時に
出荷

流通型冷蔵倉庫：
高速道路のインターチェン

ジそばなどに立地し、スー
パー、コンビニに食品を配送

詳しくは当協会のビデオ参照
https://www.youtube.com/embe
d/XTAnmnTCTEY

2020年



庫腹ひっ迫に関する最近の報道
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https://news.yahoo.co.jp/articles/bb0caf3924906c75a3b03be4c77aed4d1ef997b3



デマレージ
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https://jp.one-line.com/ja/standard-page/importdetdem

https://kandaka.work/busitable/demurrage_risk_arrival_notice/



冷蔵倉庫業の寄託物：水産物から冷凍食品、
農産物等へ
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食生活の変化１：輸入食材の増加
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2006年度農林水産白書

年 協定名称

2002年
～

二国間経済連携協定。シ
ンガポール等14か国と締
結

2008年 日本アセアン包括経済連
携協定

2018年 環太平洋パートナーシッ
プに関する包括的及び先
進的協定（CTPPP, TPP11)

2019年 日本・EU経済連携協定
2020年 日米貿易協定



輸入リーファコンテナの急増
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総計38万2000本

総計42万本
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79.1%

4.3%
1.2% 15.4%

輸入コンテナの種類 2013年度

ドライ リーファ その他 種類不明

86.5%

8.6%

1.4% 3.4%

輸入コンテナの種類 2018年度

ドライ リーファ その他 種類不明



食生活の変化２：冷凍食品の活用
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庫腹占有率とは

・従来の重量ベースの在庫率では、棚での保管、パレッ
ト荷役等を行う現状に合わないため、経験上の寄託物の
構成・貨物比重を考慮して、受け入れ可能な容積（庫
腹）に寄託物が占める割合を「目安」として示した。
・品目別想定比重：水産物(0.45) 畜産物(0.5) 農産物(0.3) 
冷凍食品(0.2) その他(0.4)
・受け入れ可能なスペースは、次頁のモデルを設定して
試算している。
・詳細は、当協会http://www.jarw.or.jp/faq/5823
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庫腹占有率算定のためのモデル
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冷蔵倉庫の最大収容可能容積率について（20,000設備トンモデル）
１）最大パレット収容数・・・Ａ

［４２列×（３＋６＋３）行×３段］－［７×３×３柱型］＝１,４４９ﾊﾟﾚｯﾄ
１ﾊﾟﾚｯﾄ当り最大積付容積・・・Ｂ

（1.2m－0.05m）×（1.0m－0.05m）×（1.6m－0.12m－0.1m）＝１.５m３

⇒ 最大収容容積 Ａ×Ｂ＝２,１７３.５m3×10室＝２１,７３５m３・・・＜１＞

余裕余裕 ﾊﾟﾚｯﾄ厚 ｻﾎﾟｰﾀｰ

よこ たて 高さ

２室×５ﾌﾛｱ

２）冷蔵倉庫設備能力

[{(1.2＋0.1)×42枚}+(0.3×2)]×[{(1.0＋0.05)×12枚}＋(2.6m×2本)＋(0.3×2)]

×5.5m×0.9≒5,000m３（2,000設備トン）

(１室5,000m３×２室/1ﾌﾛｱ）×５ﾌﾛｱ＝50,000m３（20,000設備トン）・・・＜２＞

余裕 余裕壁芯 壁芯通路

天井有効高

３）最大収容可能容積率 ＜１＞÷＜２＞＝４３.４７％

４）実運用時最大収容可能容積率・・・（在庫スペース＋容積貸スペース）
平均ﾊﾟﾚｯﾄ当り積付率＝ﾊﾟﾚｯﾄ当最大積付×０.９（０.８５～０.９５）
入出庫作業ﾊﾟﾚｯﾄ数＝収容ﾊﾟﾚｯﾄ数×（年回転数÷年間営業日数）
(日々の作業に必要ﾛｽｽﾍﾟｰｽ) 6.2回÷250日≒0.025

※2018年実態調査加重平均回転数 6.2回
⇒ ４３.４７％×０.９×（１－０.０２５）≒ ３８％

５）【参考】2018年冷蔵倉庫実態調査（加重平均）による
容積収容率＝在庫収容/設備容積＝（在庫ｔ÷貨物比重）/（設備トン×２.５）

＝在庫率（31.8%）÷２.５÷比重（0.429）＝２９.６５％0.12m

1.2m

1.0m

パレット

1.6m
1.48m

サポーター



冷蔵倉庫建設の長期的な動向：庫腹は着実に増加
するも、近年は都市の臨海部に制約が生じている

12



港湾地区での用地の不足

• 特に港湾地区においては、土地がな
いため、建て替えのためには、スク
ラップ＆ビルドないしはビルド＆スク
ラップが必要であり、地域、時期に
よって庫腹が減少することがある。

2019年4－8月の庫腹の増減（㎥）

増加 減少 合計

北海道 4,012 △4,429 △417

宮城県 645 △6,856 △6,211

埼玉県 57,630 57,630

千葉県 40,844 40,844

東京都 5,891 △21,684 △15,793

神奈川県 56,131 △2,524 53,607

愛知県 △874 △874

大阪府 △40,228 △40,228

兵庫県 135,820 △451 135,369

広島県 16,054 16,054

香川県 △2,088 △2,088

福岡県 27,084 27,084

13



冷蔵倉庫入庫量の傾向：過去はブーム後減少。
ここ10年は、伸び率が高まった

14



食料消費量の長期推計

15

2014年 農林水産政策研究所
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16

船上倉庫を用いた
冷蔵倉庫スクラップ＆ビルド構想
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17冷蔵倉庫船を用いたスクラップ＆ビルド構想

【構想の特徴】
港湾地区で新たに建設用地を取得すること無く、同地にて建替えが可能
顧客及び従業員を維持したまま倉庫のS&Bができる
案件が終了したら次の建替えに活用できるため、ドミノ式に順次建替え可能
倉庫船利用コストの発生は建替え期間中一時的に発生するだけ
建替えを機にフロンガス規制対応や倉庫運用の効率化にも対応可能

※現在は係留場所に長期間固定する方向で検討
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18倉庫船イメージ

18

バージ 冷凍冷蔵倉庫

造船会社 建設会社

現在基本設計中の倉庫船建屋の立米数 26,300M3
（保管能力は凡そ10,000トン）

※上記はコスト試算、運用検討用の図面、サイズ等は実際の運用環境を考慮して変化いたします

60M

85M
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19造船所ドックへの倉庫船設置イメージ

19



有効求人倍率の推移

20
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職業別有効求人倍率の推移
（パートタイムを含む常用）

職業安定業務統計

職業計 介護サービスの職業
接客・給仕の職業 建設の職業
運搬の職業 包装の職業
自動車運転の職業 運輸・通信事務の職業



フロン化の経緯

21



自然冷媒化、電力単価推移

22



令和２年８月１７日

公益社団法人 全国通運連盟

新しい総合物流施策大綱の策定に向けて



１．鉄道コンテナ輸送の仕組みと特性１．鉄道コンテナ輸送の仕組みと特性

1

★荷主に対して鉄道とトラックの一貫運送責任を通運事業者が負い、ドア・ツー・ドアの輸送サービスを提供。

★発地での集貨と着地での配達は通運事業者、幹線輸送はJR貨物が担う。

お客様お客様

配送センター工場

貨物駅 貨物駅

配送センター 工場

幹線輸送

通運現場での業務・作業
●お客様からのオーダー受付、●列車の予約、●使用コンテナの選定、 ●集荷作業、
●到着地での配達手配、●配達作業 等

通運事業者の恒常的な事業活動
●鉄道コンテナ輸送の拡大・モーダルシフトの推進
●顧客ニーズの把握と輸送システム全体のコーディネート
●各種機能コンテナ・輸送資材の提供
●ＪＲ貨物との長期契約による安定的輸送力の確保 等

集貨 配達

（JR貨物）（通運事業者） （通運事業者）

図表１ 鉄道コンテナ輸送の仕組み

（１）鉄道コンテナ輸送の仕組み



2

★鉄道コンテナ輸送により一度に最大で大型トラック（10トン車）65台分の大量輸送が可能。
※（26両編成×12ftコンテナ5個/両×5トン/個）/10トン＝65台

⇒トラックドライバー不足対策に有効
⇒トラック輸送に比し、少ない人の移動・接触による中長距離輸送が可能で新型コロナウイルス感染症対策に有効

★CO２排出量は営業用トラックの約1/11。
⇒地球温暖化防止対策に有効

22

39

233

0 50 100 150 200 250

鉄道

内航海運

営業用トラック

図表３ 輸送機関別CO2排出量原単位（g・CO2/トンキロ）

供給量

983,188 
供給量

945,568 
供給量

896,436 

不足数 不足数 不足数

需要量

1,127,246
需要量

1,154,004 
需要量

1,174,508 

2025年度2020年度 2030年度

▲144,058人
▲208,436人 ▲278,072人

人

人

人

人

人

人

図表２ トラックドライバー需給の将来予測

資料：国土交通省資料：（公社）鉄道貨物協会

（２）鉄道コンテナ輸送の特性

2018年度実績



２．モーダルシフトの推進２．モーダルシフトの推進

3

（需要面）
★鉄道コンテナ取扱量は、平成２３年度～平成２９年度までは増加傾向が続いていたが、平成３０年度は、平成３０年７月豪雨

等の影響により輸送量が減少。輸送機関分担率も、平成３０年度で、4.7％（△0.5％）に下落。

★地球温暖化防止対策・トラックドライバー不足対策等に有効であるため、潜在的なモーダルシフトニーズは依然として高いと
見込まれる。

（１）現状と今後の見通し

201.8

185.6
184.8

180.4
187.0

194.5

199.5

196.5

199.7

177.2
183.7

193.4

221.4

256.4

150

170

190

210

230

250

270

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

コンテナ輸送量実績 目標値

（億トンキロ） 2030年度目標値

2020年度目標値

資料：国土交通省

210 467   

19 369 

179 089 

977 

4.6% 4.7%
5.0% 5.0% 5.1% 5.3% 5.1% 5.2%

4.7%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

 -

  50 000

  100 000

  150 000

  200 000

  250 000

  300 000

  350 000

  400 000

  450 000

  500 000

22 23 24 25 26 27 28 29 30

自動車 鉄道 内航海運 航空 鉄道分担率

（百万トンキロ） （鉄道分担率）

資料：国土交通省

図表４ コンテナ輸送量の推移と目標
（地球温暖化対策計画平成28年5月閣議決定等）

図表５ 国内貨物輸送量の推移と鉄道分担率の推移

2013年度



75.2 
73.1 

75.5 
76.5 77.5 

80.2 80.7 82.8 
81.8 

80.0 

積載率（％）

年度

列車本数 列車キロ（千キロ）
図表６ コンテナ列車の１日当りの本数と列車キロ及び積載率の推移

※列車本数と列車キロは、各年ダイヤ改正時の計画値。
※積載率は幹線列車の純平日の年度平均。

資料：ＪＲ貨物

353
180

170

175

180

185

190

195

200

205

300

320

340

360

380

400

420

440

460

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

列車本数（左目盛り）

列車キロ（右目盛り）

平成28年4月
青函付加金の
導入

122 119 116 116 115 112 111 108コンテナ
貨物取扱駅数

107

4

平成30年10月
基本運賃改定
（10％値上げ）

（供給面）
★JR貨物は、列車本数の削減、コンテナ取扱駅の見直し、運賃値上げ等を進めており、特に地方部に影響。

110



5

★新規の荷主・荷物開拓を目的に、鉄道コンテナの試験輸送に係る費用の一部を助成する「鉄道コンテナお試し輸送キャンペ
ーン」を展開。３０年度以降、自然災害の多発による輸送モードの複線化の動き、景気動向等の影響により減少。

★トラックからのモーダルシフトに有効な31ftウィングコンテナの導入に係る費用の一部を助成する 「グリーン物流推進支援
事業」を実施。

（２）業界としての取組み

図表７ お試し輸送キャンペーンの推移
(新規開拓分）

155

371 359
298

346 381

199 158

242

489
456

387
415 436

251

180

0

100

200

300

400

500

600

24 25 26 27 28 29 30 元

個
・
件

コンテナ個数

申請件数

図表８ 私有３１フィート級コンテナ数の推移

年

2,416 
2,556 2,580 

2,682 
2,603 2,670 2,726 

3,131 
3,256 

3,586 3,572 

2000

2200

2400

2600

2800

3000

3200

3400

3600

3800

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

（個）

年度

３１ftウィングコンテナのメリット

•入出荷ｼｽﾃﾑを変更せずにシフト可能

•出荷ロットを変更せずにシフト可能

•荷役方法もトラックと同じ

•嵩高貨物の場合、従来の鉄道１２ft
コンテナ ３個分に対応

各年４月1日の個数
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★少子高齢化の中で、通運事業者の約4割が集配ドライバーの不足感を感じる一方、高齢化が進み、若年・女性ドライバーの
確保は困難な状況。太宗を占める12ftコンテナで、手荷役作業が２／３に及ぶことが主な要因。

★長時間の手荷役作業に加え、荷主庭先での手待時間、さらに貨物駅でのフォークリフトの順番待ちは、トラック1台当たりの
回転数を制約し、生産性を大きく低下させる要因。

★標準利用運送約款の改定等による付帯業務の明確化・有料化、ホワイト物流推進運動等による荷主の意識改革の進展等に
より、手荷役作業、手待時間は、徐々に減少していくものと期待されるが、より一層の対策が必要。

３．労働力不足と生産性向上３．労働力不足と生産性向上

（１）現状と今後の見通し

図表９ 集配ドライバーについての
労働力不足感

3.6%

2.4%

23.7%

21.4%

37.6%

43.2%

35.1%

33.1%

0% 50% 100%

トラック運送事業

通運事業

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50歳以上

資料： 「集配作業の効率化に関する調査報告書」（全国通
運連盟Ｈ２８年３月）、 「大型トラック運転者の年齢
構成」（（公社）全日本トラック協会H２３年）

図表１０ ドライバーの年齢構成比

37 

78 

34 

35 

64 

33 

62 

11 

66 

64 

13 

66 

1 

11 

0 

2 

23 

1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

31ft

12ft

合計

31ft

12ft

パレット 手荷役 その他

集荷

配達

図表１１ コンテナサイズ別荷役方法

点呼
33 

運転
242 

手待
61 

荷役
195 

付帯作業
18 

休憩
62 

その他
5 1日の平均時間(分）

図表１２ 集配ドライバーの１日の作業時間分布（396運行の平均値）

図表１３ 平成28年12月において顕著に手待時間が発生した事例
事例 手待ち時間 輸送品目 場　所

５時間 住宅建材 千葉県　成田市 年末繁忙期の受注増の中、製造の遅れ、欠品等が多くなり、当日製造、発送の為

受注形態が当日午前中まで、受付で物量、物品確定後の作業になるから
② ２時間 冷凍食品 福岡県 福岡市 荷下しの車両が極端に多い（特に1日・15日）
③ ２時間 食品 宮城県 岩沼市 早朝から待機している車両がいる（受付後２時間くらい待機）　荷卸し完了後も検品で１時間くらいかかる

４時間 食料品 広島県 広島市 年末において物量が増大し、顧客先の受入や出荷体制の許容量を超え発生したと推測される。
日用品 年末の他、お盆等、長期の連休前に発生傾向がある。　　

8時間　 食料品 埼玉県 三郷市 入庫待ちの車が多数のため、順番待ち　

最大半日 合成樹脂 新潟県 長岡市 入出庫が多い。弊社集配先の中でも、特に手待ち時間が長い配達荷主。年末の繁忙期だけでなく、
（恒常的に１～２時間待ち） 通年を通して手待ち時間が長い。

原　　　因

①

④

⑤

⑥ 

12ftコンテナでの
手荷役作業

資料： 全国通運連盟アンケート調査結果（H２９年１月）
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★お試し輸送キャンペーンの助成対象として、パレット化の推進について平成２７年度から、コンテナのラウンドユースについて
平成３０年度から追加。

★コンテナ積載効率の向上に資する輸送機材（JRコンテナ搭載用二段積デッキ）の利用促進事業を本年度から実施。

★駅での待時間を削減するため、フォークリフト作業予約システム（ドライバー用アプリ）の導入検討をJR貨物と協力して推進。

（２）業界としての取組み

図表１４ お試し輸送キャンペーンにおけるパレット化、
ラウンドユースの申請件数

53 55

78

15

35

20 18

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

27 28 29 30 元

パレット化 ラウンドユース

（件）

JRコンテナ搭載用二段積デッキ利用促進事業

通運事業における生産性向上等を図り、以って輸送効率
の向上に資するため、全国通運連盟が「ＪＲコンテナ搭載
用二段積デッキ」を会員事業者に無償で貸し出す制度。

JRコンテナ搭載用二段積デッキ（12ftコンテナ用）
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★自然災害による線路への土砂流入、線路の道床流出、橋脚の崩落などにより、長期にわたって線路が不通となる大規模な
輸送障害が頻発し、鉄道コンテナ輸送に大きな支障。

★自然災害の頻発についても新たな常態と捉え、対策が必要。

図表１５ 近年の大規模輸送障害の発生状況

年度
支障
線区

区間 原因 期間
運休
本数

代行
個数

２６ 東海道線 由比～興津 台風１８号による土砂流入
１０月６日～
１０月１６日

８５８ ２３，６００

２８
根室線・
石北線

新得～芽室
台風９号・１０号による

橋脚崩落等
８月２３日～
１２月２２日

２，３２０ ５４，８１８

３０ 山陽線 岡山～新南陽
平成３０年７月豪雨による
土砂流入・道床流出等

７月５日～
１０月１２日

４，３５９ ５７，００３

元 東北線 岩沼～黒磯
台風１９号による

土砂流入・道床流出等
１０月１２日～
１０月２８日

１，１１３ ３，２７３

２
鹿児島線

肥薩おれんじ鉄道
鳥栖～鹿児島

令和２年７月豪雨による
土砂流入・道床流出等

７月５日～
（※一部８月３日開通）

（未集計） （未集計）

４．自然災害による輸送障害への対応４．自然災害による輸送障害への対応

（１）現状と今後の見通し
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★大規模輸送障害が発生した際は、通運事業者とJR貨物が協力して、鉄道の不通区間においてトラック・船舶による代行輸送
を実施。関係者による「オール通運対策会議」を開催し、代行区間・ルートの設定、供出トラック台数の把握、行政への協力要
請（代行トラックに係る特車許可の迅速化、運行管理の弾力的運用）等を実施。

★輸送障害の発生直後における対応として、鉄道で輸送予定だった貨物をトラックで代替輸送することを奨励するため、通運
事業者が負担する費用の一部を助成する「鉄道コンテナ発代替輸送助成制度」を継続して実施。

★迅速な特車許可の取得に向け、オンライン申請のためのマニュアルを本年度作成する予定。

（２）業界としての取組み

自動車部品

78.3%

雑誌・書籍

13.2%

農産品

3.1%

食料・飲料

1.9%

その他

3.5%

図表１７ 発代替輸送助成における品目別構成比

※平成21年度～令和元年度までの合計

図表１６ 令和元年度台風１９号による輸送障害における
代行輸送体制
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（タ
）

仙
台
（タ
）

札
幌
（タ
）

越
谷
（タ
）東

京
港

苫
小
牧
港
・釧
路
港

各

地

須賀川付近
道床流出に

より不通

迂回列車

折り返し運転

折り返し
運転

折り返し運転

トラック代行
最大片道200個／日

トラック代行
最大片道20個／日

船舶代行

既存列車
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５．新たな大綱の策定に向けて（政策提言）５．新たな大綱の策定に向けて（政策提言）

５－１ 鉄道モーダルシフトの政策的位置付けの明確化と行政施策の展開

・新型コロナウイルス感染症対策の観点をも踏まえた鉄道モーダルシフト推進の方向性の明確化

・物流総合効率化法に基づく支援、ホワイト物流推進運動、冷凍冷蔵コンテナの導入支援等の施策の維持・拡充

５－２ 鉄道インフラ機能の強化と物流ネットワークの強靭化

（１）ＪＲ貨物に対する支援
・鉄道ネットワーク・輸送力の維持・拡充

・貨物駅機能の改善(大型コンテナ取扱駅の拡大、駅構内荷役作業の省力化・自動化・ＩＯＴ化等）
・輸送障害時の代替輸送確保のための貨物駅施設の整備

（２）国土強靭化の推進
・三か年緊急対策の継続・充実による鉄道橋梁・隣接斜面等の強化

（３）ソフト面の対応
・輸送障害時の代替輸送確保に係る規制の弾力化措置

５－３ 生産性向上の取り組みの推進

（１）サプライチェーン全体の効率化
・パレット化・標準化等の取り組みの早期実現・水平展開

・物流情報のデジタル化、情報基盤の整備・社会実装等の推進

（２）ＡＩ・ＩＯＴ等の活用による効率化
・貨物駅機能の改善への支援（再掲）
・自動運転等の社会実装の早期実現



（参考） 地球温暖化対策計画(抜粋 平成28年5月13日閣議決定）（参考） 地球温暖化対策計画(抜粋 平成28年5月13日閣議決定）
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（参考） 公益社団法人 全国通運連盟の概要（参考） 公益社団法人 全国通運連盟の概要

12

【目 的】 通運事業（鉄道貨物利用運送事業）の健全な発展を図り、
もって公共の福祉に寄与する。

【沿 革】 昭和２７年 全国通運業連盟として発足
昭和４６年 社団法人としての許可取得（社団法人全国通運連盟へ改称）
平成２５年 公益社団法人へ移行

【会員数】 ４０１

【事業内容】 ①環境対策・労働力不足対策事業
②政策推進事業
➂安全対策事業
④人材育成・人材確保事業
⑤広報情報事業 等



令和２年８月１７日

次の総合物流施策大綱策定に向けた

関係団体等ヒアリング資料

公益社団法人全日本トラック協会



１．トラック運送業界を取りまく現状と課題について

①新型コロナウィルス感染症による影響

輸送量については、令和元年10～12月期も前年同月比でマイナスであったが、令和2年1～3月期は新型コロナウィルスの影響による下降が更に顕

著になった。令和元年10～12月期（▲41.6）、令和2年4～6月期（▲112.5） （全ト協 景況感調査）

②ドライバー不足と高齢化・若年労働力の減少

全職業平均の有効求人倍率は1.11倍であるが、貨物自動車運転者では1.92倍である（令和２年６月）。

平均年齢が44.5歳（平成20年度）から48.6歳（令和元年度）と高齢化が進んでいる。

トラック運送業の就業者の２０代の比率が12％（平成20年度）から9.2％（令和元年度）と減少。

③働き方改革への対応

2024年4月より自動車運転者の時間外労働の上限時間年960時間が定められたが、960時間を超えるドライバーがいる事業者の割合が約30％（令

和2年2月調査）。

④荷待ち時間の解消

荷主都合による荷待ち時間がある運行は全体の約５割あり、平均1時間45分、1日の拘束時間の平均が13時間超える（平成27年度調査）。

トラック運送業界は、事業者の９９％超が中小企業であり、保有車両１０両以下の事業者が５割以上を占めるなど、中小事業者に支えら
れている。また、ドライバー不足が顕在化し、労働環境や待遇の改善が求められる一方で、輸送量は令和元年10月の消費税増税や昨
今の新型コロナウィルス感染症の影響もあり、全体的に見ると大きく減少している。

①持続的な経営が可能な運賃の未収受

トラック運送業界は99％超が中小企業であり、荷主への交渉力が弱く、コストに見合った運賃が収受できない。

②ドライバー人件費の上昇

ドライバー不足への対応等から営業費用に占める人件費の割合が上昇、平成25年度37.2％から平成30年度39.7％（全ト協 経営分析報告書）

③営業利益率の減少

トラック運送事業の営業利益率は3.7％（平成2年度）から▲0.１％（平成30年度）と3.8ポイント減少（全ト協 経営分析報告書）

１

（２）経営環境を取りまく現状と課題

（１）事業環境を取りまく現状と課題



２

２．適正取引推進や労働力不足等に対するトラック運送業界の主な取り組み

①「トラック運送業界の働き方改革実現に向けたアクションプラン」の策定

働き方改革の実現に向けて、各トラック運送事業者が具体的に取り組む事項等をまとめたアクションプランを作成し、全国でセミナーを開
催（平成30年度 全国18カ所、令和元年度 全国43カ所で開催）。
②「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン」の策定
平成27年度に設置された「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」で平成28～29年度に実施した実証事業等で得られた
事例や成果を厚生労働省、国土交通省、全日本トラック協会の３者でガイドラインとしてとりまとめ、各協議会等で周知を図るほか、厚労
省、国交省においては荷主も対象としたセミナー等を開催。
③原価計算活用セミナー（令和元年度 全国32カ所で開催）
④ＩＴ活用セミナー（令和元年度 全国15カ所で開催）

（２）労働環境改善及び生産性向上に向けた取り組み

①人材確保セミナー（令和元年度 全国27カ所で開催）
②インターンシップ専用サイトの開設及びインターシップ導入支援
③人材確保支援事業（出前授業、説明会等）及び本支援事業への助成事業
④準中型運転免許の取得助成事業

⑤外国人労働者の活用に向けた検討

（３）人材確保及び労働力不足対策に向けた取り組み

（１）改正貨物自動車運送事業法の浸透に向けた取り組み

①改正貨物自動車運送事業法のパンフレットの作成
働き方改革により運転者の不足により重要な社会インフラである物流が滞ることがないよう、運転者の労働条件を改善する必要がある
ことから、貨物自動車運送事業法の改正（平成30年12月公布）が行われた。事業者・荷主への周知徹底を図るためリーフレット等の作成。
② 「標準的な運賃」普及セミナーの開催（令和2年8月以降全国で開催）
標準的な運賃の趣旨や内容、手続きなどについての理解を深め、事業者が届出を行い、運賃交渉を行うことができるセミナーを開催。
③荷主対策の深度化
荷主企業に周知を図るほか、トラックステーションを活用し不適切な荷主に関する情報収集を実施（令和2年7～10月）

長時間労働の抑制や適正な取引環境の整備、人材確保や労働力不足等に対応するため、トラック運送業界（全日本トラック協会及び
都道府県トラック協会）では、主として以下のような取り組みを実施している。



①重要物流道路における機能強化の推進、高速道路ネットワークの整備推進及びミッシングリンクの解消
②渋滞対策の促進
③高速道路のＳＡ・ＰＡ、道の駅における駐車スペースの活用及び整備・拡充
④高速道路と民間施設を直結する民間施設直結スマートＩＣ制度及び中継物流施設の設置箇所拡大やＳＡ・ＰＡの活用による中継輸送の
推進

⑤ドライバー不足に対応するため、ダブル連結トラックの更なる展開、隊列走行・自動運転の推進等物流効率化のための取り組み推進
⑥トラック（単車）の車両総重量３１トン車の開発のための勉強会の設置
⑦高速道路料金の営業用トラックに係る割引制度、料金体系の設定
⑧道路関係情報等のデジタル化の促進
⑨農産物輸送における荷役作業軽減のためのパレット化の強力な推進と長距離輸送トラックが都市部に流入せず荷卸しができるストック
ポイントの整備促進

⑩荷主に対するトラック予約受付システム導入促進
⑪宅配荷物の再配達の削減（宅配ボックスを含めた「置き配」の推進）
⑫コロナ禍のロボット点呼による非接触型ビジネスモデルへの転換

３

３．今後のトラック運送事業の課題解決への施策（１）

（２）輸送の効率化推進のための施策

①荷主対策の更なる深度化
・ 荷待ち時間の削減等長時間労働の抑制
・ 契約にない積み卸し作業や附帯作業の要求等商習慣の見直し
・ 上記の他、トラック運送事業者の法令違反原因となる行為を荷主が行っている場合の対応

②「標準的な運賃」の理解・促進
ドライバーの働き方改革を進めるとともに待遇を改善し、持続的な経営が可能にするための必要な運賃であることの浸透。

③法令を遵守しない不適正事業者への厳正な対応

④コロナ時等特殊災害時に対し有効な小規模事業者の経営基盤強化対策の推進

（１）適正取引推進のための施策

トラック運送業界は、コロナ禍においても我が国経済の持続的成長と安全・安心で豊かな国民生活を支えていく役割が求められている。
そのため、２０２０年に策定される次期総合物流施策大綱において、トラック運送業界としては以下の施策が必要である。



３．今後のトラック運送事業の課題解決への施策（１）３．今後のトラック運送事業の課題解決への施策（１）
３．今後のトラック運送事業の課題解決への施策（１）
３．今後のトラック運送事業の課題解決への施策（２）

①ＣＯ２削減目標達成のための車両開発及び燃料供給施設の整備に向けた政策的支援
・ハイブリッド車や電気トラックなどの開発及び燃料供給施設の整備

②自動運転トラックの開発促進

４

（３）安全・環境対策のための施策
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次期総合物流施策大綱に向けた課題と提言（メモ） 

 

1. 港湾運送業界の現状と今後の見通し 

（港湾運送業の概要説明、業界の現状および今後の見通し） 

① 日本港運協会は、港湾運送事業法に基づく許可・届出をしている事業者など

により構成されており、会員総数１５４３社から成る事業者団体。 

 

  港湾運送の合理化を促進することにより、港湾運送機能の向上に努めるとと

もに、港湾運送に関する秩序の確立を図り、港湾運送事業の健全な発達に寄

与することを目的。 

 

② 我が国の輸出入の９９．６％が海上運送を通じて行われている中、陸と海と

の結節点である港湾は、国を支える重要なインフラ。その港湾での荷役を支

える港湾運送事業は重要な役割を果たしており、安定的な業務推進のために

も、港湾の国際競争力を強化することが必要。 

 

③ 昨今の少子高齢化に伴う労働力不足への懸念は、港湾運送業界においても顕

著。労働環境の確保の観点からも、良好な労働環境の確保が求められている。 

 

④ 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、労働者の安全性を確保する観点でも、

３密回避や、新型コロナウイルスの影響を踏まえた労働環境の実現が喫緊の

課題となっている。 

 

 

2. 今後の見通しを踏まえた港湾運送業界の取組 

（港湾運送業界の取組） 

① 我が国港湾の国際競争力強化のため、国際コンテナ戦略港湾や、全国各地域

の港湾の機能強化が必要であり、そのため、「サプライチェーンの強靭化を通

じた生産性の引き上げと成長の加速」に取り組んでいく。 

 

② 港湾における安定的な労働力確保に向けた労働環境の改善のため、「良好な

労働環境の創出」や「新型コロナウイルスの影響を踏まえた労働環境の創出

に向けた港湾のデジタル化の加速」に取り組んでいく。 

 

 

2020 年 8 月 17 日 

一般社団法人日本港運協会 
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3. 政策提言 

＜サプライチェーンの強靭化を通じた生産性の引き上げと成長の加速＞ 

○ 国はこれまで、国際基幹航路の維持拡大を目的とした「国際コンテナ戦略港

湾政策」に取り組んできており、「京浜港での令和２年５月の欧州・北米航路

の新規開設」、「内航船社における大型内航コンテナ船の新造などの新規投

資・事業の誘発」などの成果が現れている。 

 

○ 新型コロナウイルス感染症の国際コンテナ物流への影響を受け、リードタイ

ムの遅延リスクを避けるために、我が国との直航サービス（国際基幹航路）

への期待がますます高まっているところであり、今後も、国際基幹航路の維

持・拡大に資する「集貨」「創貨」「競争力強化」各施策をより一層力強く推

進していくことが必要。 

 

○ 港湾への公共投資を契機として、企業の民間投資が誘発されている中、新型

コロナウイルス感染拡大に伴い、サプライチェーンの再構築が叫ばれている

ところ、企業の国内回帰の受け皿として活用するためにも、地方の港湾にお

けるインフラ整備もしっかりと進めていくことが求められる。 

 

○ 政府の 2030 年に輸出額５兆円という目標も念頭に、農林水産物・食品の港湾

を通じた輸出を促進していくことも必要。 

 

○ 大規模地震発生の切迫性が高まるとともに高潮・高波を伴う台風も頻発化し

ている中、ハード・ソフト一体となった対策の推進によりこれらに対応する

とともに、大規模災害時の基幹的海上交通ネットワークを維持することが重

要。 

 

○ トラックドライバー不足への対応や災害に強く効率的な輸送ネットワーク

の構築を図るため、フェリー・RORO 輸送網の機能強化を図ることも必要。 

 

 

＜少子高齢化・新型コロナウイルスの影響を踏まえた労働環境の創出に向けた

港湾のデジタル化の加速＞ 

○ 少子高齢化の進展に伴い、港湾においても労働環境の改善による労働力確保

が求められる。 
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○ 良好な労働環境と世界最高水準の生産性を確保するため「ヒトを支援する AI

ターミナル」を実現する必要がある。このため、AI ターミナルの最適化に関

する実証等行い、ゲート処理及びターミナル内荷役の効率化を図る。 

 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた労働環境の創出が求められて

いる。 

 

○ 港湾物流に係る手続きにおいて未だ紙ベースで行われている手続きを、全て

電子的に取り扱う「港湾関連データ連携基盤」を構築することにより、生産

性の向上、国際競争力強化を実現することが求められる。 

 

○ 港湾関連データ連携基盤の効果を最大限に引き出すためには、できるだけ多

くの関係者に利用してもらうことが必要。 

 

 

 

 

 



総合物流施策大綱
業界ヒアリング説明資料

全国トラックターミナル協会





一般トラックターミナル

国内貨物輸送量の約９割（トンベース）を占めるトラック輸送は、国
民生活や産業活動の発展に重要な役割を果たしている。

宅配便を始め不特定多数の荷主（お客様）から集荷した貨物を、地域
ごとに仕分けを行う拠点において、拠点間を結ぶ定期的な運送便に積
み合わせて運送する形態を「特別積合せ貨物運送」という。

特別積合せ貨物運送事業は、集荷・幹線輸送・配達という一連の流れ
をシステム化した輸送を行うもので、幹線を運行するトラック（運行
車）と集荷・配達を行うトラック（集配車）との間の貨物の積み替え
を行うための物流拠点施設を「トラックターミナル」という。

その中でも、多くの運送事業者（特別積合せ貨物運送事業者）が利用
することを目的として整備されたターミナルを「一般自動車ターミナ
ル（一般トラックターミナル）」といい、各運送事業者の拠点が集約
することで、より大きな公共的役割を果たしている。

装置産業としての側面を持つ一般トラックターミナルは、都心部に大
規模な荷役施設を持てない中小規模運送事業者にとって必要不可欠な
施設となっている。

※大手運送事業者が自社の事業のために利用する目的で設置したトラックターミナル
を「専用トラックターミナル」という。
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トラックターミナルの機能・役割

都市間輸送の拠点

全国の主要都市を結ぶ物流拠点として大型ト

ラックによる貨物の大量輸送の実現に寄与

都市内集配送の拠点

トラックターミナル内の荷扱場（バース）は、全国各地か

ら大量輸送されてくる貨物を都市内エリア別に仕分けして

発送する配送機能と、都市内で発生した貨物を集め全国各

地に向けて仕分けし発送する集荷機能を兼ね備えている

交通混雑の緩和

都市部に点在する物流拠点をトラックターミナ

ルに集約・再配置することで、都市内の重複・

交錯輸送や中継輸送を減少させ、交通混雑の緩

和と環境問題の改善に貢献

全国の中継基地

全国輸送網がトラックターミナルに集結するこ

とから、地方から地方へと輸送される貨物の中

継基地として活用され、トラック輸送の合理化

及び都市機能の向上に寄与

トラックターミナル間のネットワークが形成されることにより、トラックターミナル
のもつ機能・役割が最大限に活かされる

２



全国トラックターミナル協会（①）

名 称：全国トラックターミナル協会

設 立：１９７４（昭４９）年８月

目 的：トラックターミナル事業の健全な発展と公共的使命の遂行に努めるとともに、
会員相互の連携及び理解を深めることを目的とする。

事業内容：１）トラックターミナル事業の社会的、経済的地位の向上に寄与する施策に
関すること

２）トラックターミナル事業の調査研究に関すること

３）国会、行政庁に対する意見具申又は要望に関すること

４）行政庁が行う措置又は通達に対する協力に関すること

５）災害時の相互協力に関すること

６）その他この会の目的を達するために必要な事業

会員数：１６社 ターミナル数：２２か所
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全国トラックターミナル協会（②）
～一般トラックターミナルの位置・規模～

５０年以上 ４箇所

５０年未満
～

４５年以上
７箇所

４５年未満
～

４０年以上
８箇所

４０年未満
～

３０年以上
３箇所

供用開始後経過年数（ターミナル数）

（単位：バース）

４



全国トラックターミナル協会（③）
～一般トラックターミナル事業者の状況(売上高、従業員数は物流部門合計)～

・事業規模が小さい事業者が多い。
・1960年代後半から1970年代にかけて供用開始が集中しており、40年以上経過してい
るトラックターミナルがほとんどであることから、今後の建て替え、大規模改修等
の対応に苦慮している。

５０億円以上 ２社 ５０人以上 ２社 10,000トン以上 １社

５０億円未満
～

５億円以上
２社

５０人未満
～

１０人以上
３社

10,000トン未満
～

5,000トン以上
１社

５億円未満
～

１億円以上
１０社

１０人未満
～

５人以上
４社

5,000トン未満
～

1,000トン以上
４社

１億円未満 ２社 ５人未満 ７社 1,000トン未満 １０社

貨物取扱量（2019年度  トン/日平均)売上高 従業員数
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事業者数 １８社 事業者数 １７社 事業者数 １６社

供用バース数
（稼働バース数）

3,909
(3,843)

供用バース数
（稼働バース数）

3,702
(3,345)

供用バース数
（稼働バース数）

3,324
(3,229)

稼働率 98% 稼働率 90% 稼働率 97%

２０００年９月時点 ２０１０年１０月時点 ２０１９年１０月時点

全国トラックターミナル協会（④）
～貨物取扱量（１日当り平均）等の推移～

・貨物取扱量の減少に伴い、供用バース数を削減し稼働率を維持している。削減し
たバースは、一般トラック事業者に貸与するなど利益確保のため有効利用を図っ
ている。（※「バース」とは荷物の積み下ろしのためにトラックを停車する場所を言う。

一般トラックターミナル貨物取扱量（1日当り平均）の推移

全国トラックターミナル協会調べ

（単位：トン/日）

一般トラックターミナル事業者数及びバース数の推移

６

（年度）



全国トラックターミナル協会（⑤）
～災害対策の取組～

施設の耐震調査とインフラの耐震補強

免震構造の採用

防災マニュアルの策定・訓練

ＢＣＰ（事業継続計画）の策定・訓練

非常用自家発電設備の設置 等

【行政機関との連携】国土交通省 ⇒ 民間物資拠点にリストアップ（５社９箇所）

地方自治体 ⇒ 広域輸送基地に指定（３社７箇所）

⇒ 施設使用等に関する協定締結（５社）

年々、激甚化・頻発化する自然災害への対応について、支援物資輸送拠点としての
役割を一層強固なものにしていく必要がある。そのためにも、ハード・ソフト両面か
らの体制整備が不可欠。

７



トラックターミナル事業を取り巻く環境（①）
～特別積合せ貨物運送事業の状況～

特別積合せ貨物運送事業者数及び運行車両数ともに、近年ほぼ横ばいで推移している。貨物輸
送量は、ピーク時との調査対象事業者数（2006年32社→現在24社）の違いはあるものの減少傾向
にある。トラックターミナルの機能・役割を維持しつつ、多様化するニーズに的確に対応してい
く必要がある。

運送事業者数及び運行車両数の推移
（単位：社） （単位：台）

出典：㈳日本物流団体連合会「数字で見る物流」
（国土交通省自動車局貨物課調べ）

国土交通省総合政策局情報政策課交通経済統計調査室
「トラック輸送情報」の集計による

特別積合せ貨物輸送量の推移
（単位：万トン）

7,514

6,418

８

（年度）（年度）



ＥＣ市場の拡大による宅配便取扱件数の増加等により、「集配送＋流通加工」といった施設の多
機能化が求められている。また、働き方改革、労働力不足を背景に物流分野における生産性向上が
求められている。

このような状況を踏まえれば、共同輸配送等による積載効率の向上は喫緊の課題であり、多くの
運送事業者が利用する一般トラックターミナルの果たす役割はますます重要になってくる。また、
荷扱場のほかに流通加工や一時保管が可能な配送センター機能の強化が求められており、大規模配
送センターをはじめ、荷扱場・配送センター一体型施設、マテハン機器の整備が可能な施設等、ト
ラックターミナル施設の高度化が一層求められている。

泉北高速
大阪北ターミナル
新1号棟写真

トラックターミナル事業全体を取り巻く環境（②）
～トラックターミナルの高度化～

北大阪トラックターミナル１号棟（2020年4月竣工） 京浜トラックターミナル ダイナベース（2018年7月竣工）
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政策提言（その１）

・老朽化施設の建て替え等のための投資負担の軽減

一般トラックターミナルは、供用開始から４０年以上経過するものがほとんどであり、
５０年を超えるものも存在する。

老朽化施設の建て替えや大規模改修は、施設内で働くテナント従業員の安全・安心な
荷扱業務を保障するものであり、また、地震等の自然災害時においても、支援物資輸
送拠点としての役割を確実に遂行する責任がある。

一般トラックターミナル事業は、施設の性格上、土地の取得や施設の整備に多額の先
行投資を必要とするものの、事業の公共性から使用料金が低廉であり、固定資産税等
の負担も大きいことから、投資効率が極めて低く、投下資本の回収に長期間を要する
のが実情となっている。

前述のとおり、トラックターミナル事業者の多くが小規模事業者であり、施設建て替
え等のための資金確保は重要な課題となっている。

このような現状を踏まえ、国等による投資負担の軽減策（固定資産税の軽減措置等）
についてご検討いただきたい。
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政策提言（その２）

・大規模災害時の支援物資輸送拠点としての機能確保

一般トラックターミナルは、多数のトラックが利用することを前提とした荷捌き施設等を
有していることから、災害発生時の支援物資輸送等の拠点として優位となっている。

このため、国土交通省の民間物資拠点へのリストアップや地方自治体の広域輸送基地指定、
施設使用等に関する協定の締結も行われている。

このように、大規模地震等災害発生時における支援物資輸送等のトラック輸送を確保する
観点から、

①災害時、緊急時におけるトラック輸送活動を支えるため、一般トラックターミナルの敷
地内にある給油施設への優先的な燃料供給についてご検討いただきたい。

②支援物資輸送拠点等として国または地方自治体の指定等を受けている一般トラックター
ミナルにおいて、非常用自家発電設備や蓄電池設備等、非常時における電力や燃料の確
保に関する設備の導入に対する助成措置についてご検討いただきたい。

③需給ひっ迫による電力制限実施の際、一般トラックターミナルが実施対象とならないよ
うご検討いただきたい。
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政策提言（その３）

・技術革新に対応したトラックターミナル機能の充実

すでに実用化が進んでいるダブル連結トラックやスワップボディ、商業実用化に向
けて研究が進んでいる自動運転・隊列走行については、トラック事業を取り巻く環
境の変化とともに普及・実用化が一層加速するものと思われる。

クリーンエネルギーの分野では、環境負荷軽減への世界的な要請に従い、燃料電池
トラックや電気トラックに係る技術革新が一層進展するものと思われる。

一般トラックターミナル事業を営む当業界においては、運行車等の形態に対応した
荷扱場（ホーム）の整備や、クリーンエネルギーの供給に必要なインフラの整備が
必要になってくる。

小規模事業者が多数である一般トラックターミナル事業者にとってその負担は大き
いことから、施設整備にあたっては助成措置をご検討いただきたい。
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令和2年8月18日

日本内航海運組合総連合会

次の総合物流施策大綱策定に向けた
関係団体ヒアリング

ご説明資料
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2

内航海運はトンキロベースで国内貨物輸送の4割を担い、特に鉄
鋼、石油製品等の産業基礎物資では８割を運ぶ。近年では長距離
トラックドライバー不足等を背景に、モーダルシフトの受け皿と
して期待されている。（参考）国土交通省資料によれば、2016年
４月～2019年４月に８事業者が航路開設または新船就航により
RORO船の輸送力を増強した。

内航貨物のうち鉄鋼等はオリンピック需要の終焉で昨年から輸送
量が減少し、長期的な石油離れで石油製品も低迷が続いていたが、
今年になって新型コロナウイルスの影響で更に大幅に減少してい
る。（参考）平成29年6月の「内航未来創造プラン」によれば、
人口減少、少子高齢化、国際競争力の進展等の中で、従来内航海
運が大宗を担ってきた産業基礎物資が今後大きく伸びることは期
待されない。

内航海運はメーカー系荷主企業の下に、オペレーター・オーナー
が専属化・系列化する縦型の重層構造である。荷主企業は寡占化
が進む一方、内航海運業者は大半が中小零細事業者。

内航海運は２つの高齢化問題を抱えている。内航船員の約半数は
50歳以上で、安定輸送に必要な船員の確保に懸念がある。一方、
船舶の７割以上が法定耐用年数（14年）を超えている。

内航海運は社会的インフラとして、災害発生時には陸上輸送機関
の代替輸送や緊急物資輸送等で重要な役割を担う。

内航海運の現状

元請オペレーター
185社

オーナー 1,378社

2次・3次オペレーター
1,309社

荷主

令和２年3月31日現在



3

一人当たり生産性向上を企業の生産性向上に結びづけ、産
業として成長戦略を描ける ようにする

＝ 荷主の協力が不可欠

（１） 物流事業としての生産性の向上（物流企業の生産性向上 ←→ 荷主企
業の生産性向上）

① 物流システムの改善

・RORO船の導入や船舶の大型化による効率的な物流システムの構築

・港湾や航路についてハード・ソフト一体となった総合的な整備の実現

・荷主の理解と意識改革を促すための政策誘導

② 取引環境の改善

・船員の働き方改革にはコスト増を伴うので、内航海運は生産性向上を図りながら、取引環境の改善
により適正なコスト負担を荷主等に求めていく。

(2) 技術イノベーションの推進

「自動運航船の実現は、内航海運の課題である乗組員の高齢化、船員不足対策として有効」（内航未
来創造プラン）

①技術開発による船員負担軽減

②技術開発に基づく船員配乗の見直し

生産性向上

今後の内航海運

船員の
働き方
改革

・ 一人当たり生産
性向上

・ 若者に魅力ある
職場作り

船員育成 ・ 船員育成には時間とコストがかかるのｆで、計画的な育成
が必要。

出所 国土交通省資料



参考資料編
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１．取引環境について

・ 内航海運の運賃水準は、日銀調査によれば、 ３０年前と変わらない状況。

・ 満足できる運賃水準にない者が相当数おり、しかもそれを荷主に要求できないのが
現状。

・ 満足できる用船料水準にない者が相当数あり、しかもそれをオペに要求できないの
が現状。

・ 内航業界は、このような環境の中で、ギリギリの状態で経営努力しているところ。

5

出所 国土交通省 交通政策審議会 海事分科会
第13回基本政策部会資料
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1985年度を100とする指数

鉄道貨物運賃

倉庫料金

国内航空

貨物運賃

トラック運賃

内航貨物運賃

港湾運送料金

年度

日銀「企業向けサービス価格指数」より

長期にわたり低迷する内航貨物運賃

運輸関係サービス価格指数の推移
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問１．運賃はどのようにして決めていますか？

回答数 構成比(%)

全体 350 100.0

1 相手側との交渉 232 66.3

2 予め決められたタリフ表に基づく 68 19.4

3 相手側から一方的に提示 37 10.6

4 その他 9 2.6

無回答 4 1.1

問２．運賃を決める際、内訳（費用項目・金額）が明示されていますか？

回答数 構成比(%)

全体 350 100.0

1 必ず明示されている 133 38.0

2 概ね明示されている 98 28.0

3 ほとんど明示されていない 76 21.7

4 全く明示されず（されたことなし） 26 7.4

無回答 17 4.9

問３．運賃の内訳として明示されているものはどれですか？

回答数 構成比(%)

全体 350 100.0

1 用船料 215 61.4

2 運航委託手数料 56 16.0

3 燃料費（全額） 125 35.7

4 燃料費（上昇分(ｻｰﾁｬｰｼﾞ）のみ） 52 14.9

5 船員費（直接人件費） 73 20.9

6 船員費（旅費等） 28 8.0

7 港費(仮バース分を除く) 86 24.6

8 港費(仮バース分) 43 12.3

9 貨物費(ダンネージ費用) 16 4.6

10 貨物費(船内清掃料) 29 8.3

11 貨物費(船内荷役費) 19 5.4

12 貨物費(その他) 5 1.4

13 その他 22 6.3

無回答 59 16.9

問2で「明示されている」の回答者を母数とすべきとも考えられるが、ここではオペ全体数を

母数として構成比を算出している。

（「明示されている」の範囲が曖昧な部分もあるため）

「必ず明示」が38％にとどまり、
62％がそれ以外としていることは、
荷主に満足な水準の運賃請求が
できにくい状況を表しているもの
と認識。

運賃に関する質問（ｵﾍﾟﾚｰﾀｰの方々への質問） （ここでの質問に１つでも答えたものを母数としている）
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問4．運賃とは別に実費を支払ってもらっている費用はあります
か?

回答数 構成比(%)

全体 350 100.0

1 用船料 29 8.3

2 運航委託手数料 5 1.4

3 燃料費（全額） 54 15.4

4 燃料費（上昇分(ｻｰﾁｬｰｼﾞ）のみ） 37 10.6

5 船員費（直接人件費） 11 3.1

6 船員費（旅費等） 3 0.9

7 港費(仮バース分を除く) 36 10.3

8 港費(仮バース分) 38 10.9

9 貨物費(ダンネージ費用) 13 3.7

10 貨物費(船内清掃料) 24 6.9

11 貨物費(船内荷役費) 6 1.7

12 貨物費(その他) 3 0.9

13 その他 32 9.1

無回答 182 52.0

問５．現在の運賃水準で必要な経費を賄えていますか？

回答数 構成比(%)

全体 350 100.0

1 十分賄えている 21 6.0

2 ほぼ賄えている 136 38.9

3 時々不足することがある 133 38.0

4 全く賄えていない 55 15.7

無回答 5 1.4

問６．貴社から運賃の値上げを提案することはありますか?

回答数 構成比(%)

全体 350 100.0

1 よくある 63 18.0

2 時々ある 187 53.4

3 ほとんどない 77 22.0

4
全くない（交渉する機会がな
い）

20 5.7

無回答 3 0.9

十分に賄えているが
6％しかなく、時々不足
する、全く賄えていな
いが50％超となってい
ることは、内航事業者
の経営がギリギリのと
ころで行わていること

を示している。

時々ある、ほとんどな
い、全くないの合計で

80％超となっていること
は、内航業者が如何に
荷主に遠慮しているか
を表したものと言える。

※資料４の「内航海運業における契約等に関する実態調査」
の集計結果を基に内航総連が作成

運賃に関する質問（ｵﾍﾟﾚｰﾀｰの方々への質問） （ここでの質問に１つでも答えたものを母数としている）
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問１．用船料は、どのようにして決めていますか？

回答数 構成比(%)

全体 589 100.0

1 相手側との交渉 395 67.1

2 予め決められた料金表に基づく 49 8.3

3 相手側から一方的に提示 137 23.3

4 その他 4 0.7

無回答 4 0.7

問２．用船料を決める際、内訳（費用項目・金額）が明示されていますか？

回答数 構成比(%)

全体 589 100.0

1 必ず明示されている 193 32.8

2 概ね明示されている 148 25.1

3 ほとんど明示されていない 122 20.7

4 全く明示されず（されたことなし） 102 17.3

無回答 24 4.1

問３．用船料の内訳として明示されているものはどれですか？

回答数 構成比(%)

全体 589 100.0

1 船員費（直接人件費） 209 35.5

2 船員費（旅費等） 101 17.1

3 保険料 168 28.5

4 船舶修繕費 158 26.8

5 潤滑油費 145 24.6

6 船用品費 139 23.6

7 固定資産税 128 21.7

8 減価償却費 131 22.2

9 一般管理費 144 24.4

10 その他 47 8.0

無回答 293 49.7

問2で「明示されている」の回答者を母数とすべきとも考えられるが、

ここではオーナー全体数を母数として構成比を算出している。

（「明示されている」の範囲が曖昧な部分もあるため）

「必ず明示」が32.8％にとどまり、
67.2％がそれ以外と していることは、オ
ペに満足な水準の用船料請求ができに
くい状況を表しているものと認識。

運賃に関する質問（ｵｰﾅｰの方々への質問） （ここでの質問に１つでも答えたものを母数としている）
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問４．用船料とは別に実費を支払ってもらっている

費用はありますか？

回答数 構成比(%)

全体 589 100.0

1 船員費（直接人件費） 17 2.9

2 船員費（旅費等） 19 3.2

3 保険料 23 3.9

4 船舶修繕費 31 5.3

5 潤滑油費 21 3.6

6 船用品費 26 4.4

7 固定資産税 13 2.2

8 減価償却費 9 1.5

9 一般管理費 16 2.7

10 その他 98 16.6

無回答 422 71.6

問５．現在の用船料水準で必要な経費を賄えていますか？

回答数 構成比(%)

全体 589 100.0

1 十分賄えている 30 5.1

2 ほぼ賄えている 235 39.9

3 時々不足することがあ る 208 35.3

4 全く賄えていない 101 17.1

無回答 15 2.5

問６．貴社から用船料の値上げを提案することはありますか。

回答数
構成比

(%)

全体 589 100.0

1 よくある 84 14.3

2 時々ある 245 41.6

3 ほとんどない 196 33.3

4
全くない（交渉する機会が
ない）

52 8.8

無回答 12 2.0

十分に賄えているが5.1％
しかなく、時々不足する、全く
賄えていない50％超なって
いることは、多くの船主の経
営状況が困難となっているこ
とを表している。

時々ある、ほとんどない、
全くないの合計で80％超と
なっていることは、オペが荷
主に遠慮しているようにオー
ナーも運送業者に遠慮して
いることを表したものと言え
る。※資料４の「内航海運業における契約等に関する実態調査」の

集計結果を基に内航総連が作成

運賃に関する質問（ｵｰﾅｰの方々への質問） （ここでの質問に１つでも答えたものを母数としている）

10

出所 国土交通省 交通政策審議会 海事分科会
第13回基本政策部会資料



業界からの要望等（取引環境について）

・ 働き方改革の中で、それに伴うコストを賄うための、適正な運賃・用船料が支払わ

れるべき。

・ 荷主との対話強化

【内航物流に関する諸課題について、荷主、国土交通省、内航業界が話し合う場の

設置 】

・ 取引環境の改善(トラック業界の例も参考)

【荷主の責務、契約の在り方等】

・ 荷主、オペレーターと対比して、船主の立場が相対的に弱い現状の中、強い船主の
育成に向けた政策の推進
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２．荷役について

・ 船員の行う荷役関連作業は多岐に渡っている。

特に「タンカー（含ケミカル船）については、船内作業のみならず陸上におけるホース

取り付けを行っている場合がある。

・ しかも、荷役について契約で明記されていない場合が相当あり、契約で決められて

いてもその通りに行われない例が相当ある。

・ 更に、実際に支払われない場合も、サービスでやっている場合もある。
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船種
陸上における作

業

船内における作業

荷役プラン 荷役前の作業 荷役 荷役中の作業 荷役監視 荷役後の作業

鋼材 なし
荷役プランを陸上側
が作成し本船にて確
認。

なし
揚荷時にｺｲﾙに被せてあ
る段ﾎﾞｰﾙの取外しを要
求さる場合がある

• バラスト漲込み又
は排出

• ヒール調整（左右
傾き調整）

• 係船索調整
• 舷梯の調整

• プラン通り荷役が進行してい
るか確認

• ラッシングの確認
• ダンネージ片付け・処

理
• ホールド掃除

バラ
積み

なし
荷役プランを陸上側
が作成し本船にて確
認。

なし
積荷の際にスコップにて
手伝う場合がある

• バラスト漲込み又
は排出

• ヒール調整
• 係船索調整
• 舷梯の調整

平均的に荷役が進行しているか
確認

• ホールド洗浄

油送船

陸上のホース
の取付けを要
求される場合が
ある

荷役プランを本船にて
作成

• 本船のホース取付け

• スカッパーへの栓の
取付け

• 陸上側との連結

本船にてバルブ及びポン
プを操作

• バラスト漲込み又
は排出

• ヒール調整
• 係船索調整
• 舷梯の調整

• 液面監視（サウンディング）
• 漏れ等異常が無いか巡回

• 陸上側との連結の切
離し

• ホース取外し
• スカッパー栓の取外し
• ﾀﾝｸｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

ケミカル
船

陸上のホース
の取付けを要
求される場合が
ある

荷役プランを本船にて
作成

• 本船のホース取付け

• スカッパーへの栓の
取付け

• 陸上側との連結

本船にてバルブ及びポン
プを操作

• バラスト漲込み又
は排出

• ヒール調整
• 係船索調整
• 舷梯の調整

• 液面監視（サウンディング）
• 漏れ等異常が無いか巡回

• 陸上側との連結の切
離し

• ホース取外し
• スカッパー栓の取外し
• ﾀﾝｸｸﾘｰﾆﾝｸﾞ（後処理）

RORO なし

• 荷役ﾌﾟﾗﾝの確認（強
度・ﾄﾘﾑ等計算）

• 必要に応じプラン変
更

ラッシング資材の準備
なし

• ヒール調整

• バラスト漲込み又
は排出

• 係船索調整。
• ﾗﾝﾌﾟｳｪｲの調整

• プラン通り荷役が進行してい
るか確認（ｼｬｰｼｰ番号等）。

• シャーシー停止位置の確認
（ラッシングﾞ位置の確認）

ラッシング資材の片付け

コン
テナ

なし

• 荷役ﾌﾟﾗﾝの確認（強
度・ﾄﾘﾑ等計算）

• 必要に応じプラン変
更

ラッシング資材の準備 なし

• ヒール調整

• バラスト漲込み又
は排出

• 係船索調整
• 舷梯の調整

• プラン通り荷役が進行してい
るか確認（コンテナ番号等）。

• ラッシング，ツイストロックの
確認

ラッシング資材の片付け

荷役に関する船員労働の区分
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問１．運送・用船等の契約を書面で交わしていますか？

全体 オペレーター オーナー

回答数 構成比(%) 回答数 構成比(%) 回答数 構成比(%)

全体 730 100.0 350 100.0 589 100.0

1 常に書面で契約 564 77.2 252 72.0 463 78.6

2 時々書面で契約 75 10.2 52 14.9 58 9.8

3 ほとんど書面での契約なし 43 5.9 32 9.1 35 5.9

4 全く書面での契約なし 18 2.5 9 2.6 11 1.9

無回答 30 4.1 5 1.4 22 3.7

問２．用船契約等において、船員が行う荷役時の作業（清掃や片付け等の荷役に関係する作業も

含む）を明確に取り決めていますか？

全体 オペレーター オーナー

回答数 構成比(%) 回答数 構成比(%) 回答数 構成比(%)

全体 730 100.0 350 100.0 589 100.0

1 常に取り決めている 246 33.7 127 36.3 209 35.5

2
取り決めている、いない場合
あり

171 23.4 88 25.1 132 22.4

3 取り決めていない 263 36.0 115 32.9 221 37.5

無回答 30 4.1 20 5.7 27 4.6

問２で「常に取り決めている」の回答者を母数とすべきとも考えられるが、

ここでは全体数を母数として構成比を算出している。

（「常に取り決めている」以外の回答者が本設問に回答している場合が多くあるため）

常時書面契約がなされていない
ものが23％もあること自体が問題。

本来運送契約は、100％書面契約
が交わされているべき。

荷主等との契約及び船員確保に関する質問

船員の荷役作業業務については、問３の通
り、多様な業務がある。船員が行う荷役の作
業を取り決めていない場合がある、取り決め
ていないが約６０％もあるのは、この業務に対
する取扱が曖昧となっていることを示している。
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全体 オペレーター オーナー

回答数 構成比(%) 回答数 構成比(%) 回答数 構成比(%)

全体 730 100.0 350 100.0 589 100.0

1 艙内の積付 149 20.4 72 20.6 123 20.9

2 積荷の固縛 66 9.0 37 10.6 54 9.2

3 艙内清掃 259 35.1 141 40.3 204 34.6

4 ダンネージの片付 111 15.2 52 14.9 90 15.3

5 ﾎｰｽ・ﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞｱｰﾑの接続（船側） 153 21.0 62 17.7 126 21.4

6 ホースの接続（陸側） 82 11.2 29 8.3 71 12.1

7 荷役中の安全確認・監視 271 37.1 134 38.3 216 36.7

8 タンク内の検査 80 11.0 22 6.3 68 11.5

9 タンククリーニング 91 12.5 31 8.9 74 12.6

10 その他 19 2.6 15 4.3 13 2.2

11 取り決めていない 76 10.4 37 10.6 63 10.7

無回答 30 4.1 91 26.0 195 33.1

問３．船員が行う荷役時の作業を明確に取り決めている場合、何を船員が行うことになっていますか？

荷主等との契約及び船員確保に関する質問
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荷主等との契約及び船員確保に関する質問

問４．船員が行う荷役時の作業を明確に取り決めている場合、取り決めた通りに作業が行われていますか？

全体 オペレーター オーナー

回答数
構成比

(%)
回答数

構成比
(%)

回答数
構成比

(%)

全体 730 100.0 350 100.0 589 100.0

1 常に決められた通り 300 41.1 172 49.1 236 40.1

2
取り決め以外にも作業
あり

109 14.9 50 14.3 89 15.1

3
取り決め作業を時々行
わず

13 1.8 4 1.1 10 1.7

4
取り決め作業をほとん
ど行わず

3 0.4 2 0.6 3 0.5

5 わからない 19 2.6 10 2.9 15 2.5

無回答 30 4.1 112 32.0 236 40.1

明確に取り決めている場合であっても、常に決められ
たとおりは４１.1％にすぎず、取り決められた以外の作業
があるや無回答が５０％以上となっている。

このことは、船員の荷役作業に対する取扱の曖昧さを示
しており、内航総連が平成２８年度に実施した「内航海運
における取引の実態に関するアンケート調査」においては、
荷役等に係る作業を船員側が行った場合の対価支払い
の割合で、支払い不十分、不払い、無回答が８０％以上と
なっている。

働き方改革に対応するため、船員の配乗効率の改善を
図るためには、船員の荷役作業の軽減を図るかその分の
船員を増員させるかが必要となってくるが、これに対処す
るためにはコスト増が避けられないことから、事業者と船
員の生産性向上に向けた取り組みとともに、荷主の理解
と協力が不可欠。
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船員の作業実態調査結果

荷役等に係る作業を船員（船側）が行った場合の対価支払いの割合（％）
船倉内のクリーニング（貨物船） 定期用船 運航委託 トリップ契約 運送契約

適当な額が支払われた 22.1 11.9 18.6 17.3
支払不十分、不払い 16.8 16.5 15.6 18.7

(支払不十分) (4.9) (1.5) (1.4) (2.0)
(不払い） (11.9) (15.0) (14.2) (16.7)

無回答 61.1 71.6 65.8 64.0
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0

ダンネージの購入・手配（貨物船） 定期用船 運航委託 トリップ契約 運送契約
適当な額が支払われた 13.1 9.0 20.0 15.7
支払不十分、不払い 7.8 9.0 7.2 11.7

(支払不十分) (2.1) (0.0) (0.0) (2.0)
(不払い） (5.7) (9.0) (7.2) (9.7)

無回答 79.1 82.0 72.8 72.6
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0

ダンネージの片付け（貨物船） 定期用船 運航委託 トリップ契約 運送契約
適当な額が支払われた 12.6 7.5 15.7 13.2
支払不十分、不払い 14.7 9.0 12.8 13.2

(支払不十分) (3.6) (1.5) (0.0) (1.5)
(不払い） (11.1) (7.5) (12.8) (11.7)

無回答 72.7 83.5 71.5 73.6
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0

タンククリーニング（タンカー） 定期用船 運航委託 トリップ契約 運送契約
適当な額が支払われた 17.0 11.9 12.9 11.2
支払低額、不払い 14.8 10.4 5.7 9.1

(支払不十分) (3.3) (0.0) (1.4) (1.5)
(不払い） (11.5) (10.4) (4.3) (7.6)

無回答 68.2 77.7 81.4 79.7
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0

ホースジョイント作業（タンカー） 定期用船 運航委託 トリップ契約 運送契約
適当な額が支払われた 4.4 9.0 5.7 4.6
支払低額、不払い 23.2 11.9 10.0 12.2

(支払不十分) (0.3) (0.0) (0.0) (0.5)
(不払い） (22.9) (11.9) (10.0) (11.7)

無回答 72.4 79.1 84.3 83.2
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0

封印作業（タンカー） 定期用船 運航委託 トリップ契約 運送契約
適当な額が支払われた 4.1 9.0 5.7 4.1
支払低額、不払い 20.6 9.0 7.1 11.2

(支払不十分) (0.3) (0.0) (0.0) (0.5)
(不払い） (20.3) (9.0) (7.1) (10.7)

無回答 75.3 82.0 87.2 84.7
合 計 100.0 100.0 100.0 100.0

どの項目も無回答が大半を占めるが、その中でいくつかの作
業では「適当な額が支払われた」よりも「支払不十分（低額）、
不払い」の方が上回っている。船倉内のクリーニング（貨物船）、
ダンネージの片付け（同）、ホースジョイント作業（タンカー）、封
印作業（同）などである。

17

出所 国土交通省 交通政策審議会 海事分科会
第13回基本政策部会資料
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・ 働き方改革の中で、船員の労働時間管理が厳格化される中、内航業界としても生産性
向上に取り組むとともに、

① 荷役も労働時間に含まれ、荷役をさせるのなら運航スケジュールに影響があること。

② 場合によっては、船員を新たに雇う必要があり、コストが増加すること。

を荷主に理解していただきたい。

・ また、荷役をさせるのなら、契約で明記し、コストが適正に支払われるようにして欲しい。

・ 荷主との対話強化

【内航物流に関する諸課題について、荷主、国土交通省、内航業界が話し合う場の

設置 】

・ 取引環境の改善(トラック業界の例を参考) 

【荷主の責務、契約の在り方等。】

業界からの要望等（荷役について）

出所 国土交通省 交通政策審議会 海事分科会
第13回基本政策部会資料
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３．内航海運業界が果たすべき役割

内航海運業界が物流事業者として責務を果していくためには、下記事項に対する対応が不可欠。

① 安定輸送を確保し、荷主への輸送責任を果たす。

→ 安定輸送を維持するためには、必要船員数の確保が必須であり、そのための船員対策が必要。

② 生産性向上を行い物流業者として成長戦略を描くことが必要。

→ そのためには、大型化・共同輸送等について、関係者と連携して物流システムの改良・改善を図る。

③ 物流事業者として、労務、環境、安全等についてコンプライアンス徹底が必要。

→ そのためには、安全、環境、適正な労務管理などに関する最新の状況を踏まえ、各種研修会の実施や啓蒙活動の推進を
通じてコンプライアンス強化に努める。

④ 安定輸送の確保、生産性の向上、諸法制に対するコンプライアンスの維持を図るためには、取引環境の改善が必要。

→ 荷主・オペ・オーナーの縦関係の従属性の高い内航海運において、①～③の事項を実現するためには、適正なコスト
負担等取引環境の改善が必要。

※ 以上の課題については、内航海運業界だけで解決するのは難しく、行政、荷主、海運業界の全体での理解と取り組みが必要。

出所 国土交通省 交通政策審議会 海事分科会
第14回基本政策部会資料



内航貨物船の最近の主要品目別輸送動向 単位：千トン・台・ＫＬ

３月 ４月 ５月 状 況 分 析 等

鋼材

当年 3,406 2,633 2,354 世界的な鉄余り状況とコロナ不況が加わり、輸送需要が減少。高炉メーカーも日本製鉄が高炉5基の休廃
止、ＪＦＥスチールが高炉2基の休止、神戸製鋼が高炉1基の休止を発表。
これにより、我が国の粗鋼生産能力は1億トンから８千万トンに減少するとの予測もある。
この影響で鋼材関係の内航船は、使用船舶の返船、用船料の引き下げ、一定期間の係船等の事象が現出して

いる。

前年 4,032 3,617 3,464

増減% -15.5 -27.2 -32.0

自動車

当年 4,606 2,852 2,083

コロナウイルスの感染拡大の影響によりサプライチェーンが寸断し、自動車生産量が激減し、内航輸送量も
大幅に減少。また、自動車生産量の減少は自動車用薄板鋼板の需要減となり、鉄鋼需要を直撃。前年 5,069 4,225 3,815

増減% -9.1 -32.5 -45.4

紙・パルプ

当年 161 148 130

コロナウイルスの感染拡大の影響により、商業活動が著しく制約。
その結果、宣伝用チラシ需要が減少するなど紙消費量が著しく減少。前年 223 199 198

増減% -27.6 -26 -34.3

４．新型コロナウイルス感染症による内航海運への影響

輸送需要の蒸発により内航海運は需給バランスが崩れ、用船料のカット、返船、係船が行われて
非常に厳しい状況
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国土交通省 交通政策審議会 海事分科会
第16回基本政策部会資料を一部改変



内航タンカーの最近の主要品目別輸送動向 単位：千トン・台・ＫＬ

３月 ４月 ５月 状 況 分 析 等

白油

当年 5,357 4,544 4,112

コロナウイルスの感染拡大による人流の減少で、航空機用のジェット燃料の需要量が９０％減と極端に落ち
込んだのに加え、旅行の減少で自動車燃料であるガソリンの消費も低迷。人流が回復するまでは輸送需要も低
迷するとの見通し。

前年 5,986 5,521 5,680

増減% -10.5 -17.7 -27.6

ケミカル

当年 607 631 569

コロナウイルスの感染拡大による自動車生産量の落ち込みにより、自動車生産に使用されるケミカル製品の
需要も減少。前年 749 769 689

増減% -18.9 -17.9 -17.4
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国土交通省 交通政策審議会 海事分科会
第16回基本政策部会資料を一部改変



外航海運の現状と課題

一般社団法人 日本船主協会

2020年8月18日
次の総合物流施策大綱に向けた関係団体等ヒアリング



外航海運の現状と課題

1. 海洋立国日本におけるわが国外航海運の位置付け
(1)経済安全保障への貢献
(2)わが国のグローバル企業のサプライチェーンを下支え
(3)海事クラスターの中心として造船業・舶用工業等の地域経済に貢献
(4)海洋国家としての日本の拠所
(5)海洋エネルギー・資源開発の重要な担い手

2. 直面する課題
(1)世界単一市場での熾烈な競争
(2)海運市況の長期低迷
(3)事業構造の変化
(4)輸送契約期間の短期化
(5)安定的な輸送提供の障害（新型コロナウイルス、中東ホルムズ海峡問題、海賊問題など）
(6)船隊の縮小

3. 業界としての主な取り組み
(1)新型コロナウイルス問題への対応
(2)海運税制
(3)地域環境保全対策および理解醸成活動
(4)ソマリア沖・アデン湾等諸海域における海賊問題
(5)人材確保
(6)海運の重要性に関する認知度向上のための活動

4. 政策提言にかえて ～国際競争力強化に向けて～
(1)海運税制のイコールフッティング
(2)質の高い船員・海技者の人材確保
(3)日本籍船関連の制度改善・コスト低減
(4)先進船舶の導入促進による競争力ある船隊整備 1



①世界の海上輸送量は
119億トン(2019年)

②日本商船隊の輸送量は
10億トン(2019年)

③日本商船隊の運賃収入は
3兆円(2019年)

④資源の乏しいわが国の
対外依存度は大

⑤輸出入貨物の殆どが
海上輸送

⑥輸出入貨物の約６割を
日本商船隊が輸送

（億トン）

出典：当協会「Shipping NOW 2020-2021」を基に作成

日本企業の
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化・
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝを
下支え

2

１.海洋立国日本におけるわが国外航海運産業の位置付け

輸出入貨物の
海上輸送率

99.6%

鉄鉱石・石炭・
原油の対外依存度

100%

日本商船隊の
輸送割合

63%

3.3 

2.7 
3.0 

3.2 
3.0 

15 16 17 18 19

（兆円）

わが国の外貨獲得に貢献10億トンの
内訳

輸入
（52％）

輸出
（7%）

三国間
（41%）

2000 2005 2010 2015 2019

63
72

91
107

119

右肩上がりで増加

国民生活・経済活動を支えるインフラのインフラ

(1) 経済安全保障への貢献(その1)



3東日本大震災

阪神・淡路大震災

新型コロナウイルス感染症

イラン･イラク紛争

1980~ 1990

イラク･クウェート紛争

1995 2011 2020

【国外】
・1980年のイラン・イラク紛争、1990年のイラク・クウェート紛争、1998年のインドネシア大暴

動において、政府、民間企業等からの要請を受け、緊張度合いが増す海域での物資輸送を担う
等、民間のコマーシャルベースの枠を超えて尽力。
【国内】

・阪神・淡路大震災および東日本大震災においては海外からの生活関連援助物資を無償で海上輸
送。さらに、東日本大震災に伴う福島第一原発事故後、外国海運企業が日本への寄港を見送る
中、日本商船隊はわが国への海上輸送を継続。

・現下の新型コロナウイルスの脅威下でも、日本発着の安定的な海上輸送を堅持。

非常時には救援物資や邦人の緊急輸送等に貢献

１.海洋立国日本におけるわが国外航海運産業の位置付け

(1) 経済安全保障への貢献（その２）
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(2) わが国のグローバル企業のサプライチェーンを下支え

2000 2005 2010 2015 2019
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1990 2000 2010 2019

＜日本商船隊の三国間輸送の割合＞

37.4%
22.8%

16.4%

＜世界の海上輸送量＞

世界の海上輸送量は右肩上がり
（そのなかで日本企業のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝを下支え）

日本企業の国際進出に伴い、日本商船隊の三国間輸
送比率も増加→日本企業のグローバル化を下支え

41.0%

三国間
輸送の割合

日本発着
輸送の割合

63
72

91
107

119
（億トン）

１. 海洋立国日本におけるわが国外航海運産業の位置付け
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(3)海事クラスターの中心として造船業・舶用工業等の地域経済に貢献

出典：国土交通省海事局「海事レポート2020」基に作成

50億円の船舶1隻の発注で、約150億円の経済波及効果
造船・舶用工業・港湾等で活躍する人材も輩出

１. 海洋立国日本におけるわが国外航海運産業の位置付け

地方船主オペレーター 造船所
〔事業者〕950社
〔従業員〕7.8万人
〔規 模〕2.4兆円

舶用工業
〔事業者〕1,000社
〔従業員〕4.7万人
〔規 模〕0.9兆円

瀬戸内等

地方船主 約100社

＜船舶建造の流れ＞

外航
〔事業者〕192社
〔従業員〕0.7万人
〔規 模〕3.3兆円
〔運 航〕2,400隻

内航
〔事業者〕3,900社
〔従業員〕8.4万人
〔規 模〕1.2兆円
〔運 航〕7,400隻
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日本の船会社が実質保有する船腹量は、ギリシャに次いで世界第2位
海洋国家としての海事ノウハウ・海事人材の基盤であり、国際的発言力の拠所のひとつ

(4) 海洋国家としての日本の拠所

１. 海洋立国日本におけるわが国外航海運産業の位置付け
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LNG船やタンカーによるエネルギー輸送分野で積み重ねた経験を生かし参入
海洋資源の輸送のみならず、海洋資源開発のいわゆる上流開発事業にも出資する等、エネルギー・
資源開発の分野にも積極的に参画。洋上風力発電事業等、わが国管轄海域での事業参画も。

(5) 海洋エネルギー・資源開発の重要な担い手

１. 海洋立国日本におけるわが国外航海運産業の位置付け

（出典）国交省ウェブサイト
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(1) 世界単一市場での熾烈な競争

厳しい国際競争により、世界規模で集約・再編が進んでいる（コンテナ船社の例）

２. 直面する課題



(2)海運市況の長期低迷 (3)輸送契約期間の短期化 (4)事業構造の変化
市況はリーマン・ショック後、長ら
く低迷
運賃指標はリーマン・ショックの10分の
1以下。

長引く不況で、荷主が長期契約
のリスクを敬遠。
長期安定契約を得意としてきた
わが国海運企業にとって大きな
逆風。

業界大手各社の単体事業が“運航事
業会社”から持株会社へ変化
LNG・海洋事業等の成長産業へ重
点投資
2017年には日本郵船・商船三井・
川崎汽船のコンテナ船部門を統合
し、シンガポールにOcean 
Network Express. Ltdを設立。

(5)安定的な輸送提供の障害 (6)船隊の縮小
新型コロナウイルス拡大
輸送の担い手である船員の円滑な上陸・交代の確保
海賊・ホルムズ海峡等セキュリティ問題
海外での治安悪化への対応

各社の中期計画では、船隊縮小を予定
日本郵船：△ 53隻
723隻（2017年度）→ 670隻（2022年度）
商船三井：△ 40隻
751隻（2020年度）

→ 市況エクスポージャーの船隊について
最大40隻程度圧縮の方向で計画

川崎汽船：△ 52隻
352隻（2020年度）→300隻（2025年度）

9出典：①当協会「Shipping NOW 2020-2021」を基に作成、
⑤日本郵船「中期経営計画」（2018年3月）、商船三井「ローリングプラン2020」、川崎汽船「2021年3月期 第1四半期決算 説明資料」を基に作成

（２）～（６）外航海運を取り巻く環境は大きく変化

２. 直面する課題



(1) 新型コロナウイルス問題への対応
新型コロナウイルス感染症拡大に関する状況を注視するとともに、会員会社への適宜適切な情報提供を含め、海運業界として取り組むべき課
題について対応する。
特に、船員が円滑に移動・交代できる環境を確保すべく、ICS 等の関係者と連携しつつ対応する。

(2) 海運税制
外航船舶の特別償却制度および国際船舶に係る固定資産税の特例措置が維持されるよう、海事局等と連携して対応するとともに、あらゆる機
会を通じて関係方面にその必要性を訴えていく。
トン数標準税制の次回要望に向けた取り組みを進める。

(3) 地球環境保全対策および理解醸成活動
IMOにおいて採択された「GHG 削減戦略」により定められた削減目標の達成に向けた方策が、合理的かつ現実的な内容となるよう、わが国政
府や ICS と密接に連携して対応する。
SOxに関する燃料油硫黄分濃度0.5%規制について、燃料の品質問題やスクラバーの搭載問題など船舶の運航面を中心とした問題に適切に対応
する。
バラスト水管理条約が円滑に実施されるよう情報収集等に努め、地域規制により船舶運航者が 不利益を被ることのないよう対応する。
環境保全は最重要課題のひとつであるとの認識に立ち、海運業界の環境保全への取組について広報活動を行い、社会的な認知度を高めるよう
努力する。

(4) ソマリア沖・アデン湾等諸海域における海賊問題
ソマリア沖・アデン湾等諸海域を安全に航行できるよう、政府に対し自衛隊による護衛活動の維持・継続を求めるとともに、IMO 等に対し、
各国が協調した海賊対策を実施するよう求めていく。

(5) 人材確保
優秀な日本人船員（海技者）確保のため、教育機関等と連携し広報活動を行う。また、日本人船員の位置づけなど、わが国外航海運産業を支
える船員のあるべき姿について議論していく。
外国人船員承認制度の円滑な運用に努める。また、日本籍船に関わる諸手続き等の更なる合理化を目指す。

(6) 海運の重要性に関する認知度向上のための活動
海運の重要性への理解を、子供たち中心に一般の方々に広げていく広報活動を引き続き展開する。特に今年度より海運に関する記述が盛り込
まれた教科書が使用される小学校にお いて、映像資料等の充実や授業づくり等への協力に積極的に取り組む。

10

3. 業界としての取り組み
（日本船主協会 2020年度事業計画より）
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＜主要各国トン数標準税制の比較表＞
オランダ ノルウェー ドイツ 英国 デンマーク フランス 韓国 台湾 日本

主たる目的 海運事業の
支援・誘致 経済安全保障

適用船舶上
限 無 450隻

船籍要件 実質無 無 日本船舶及び
準日本船舶

自国籍船
増加要件

運航船に占める
EU/EEA籍船の割合を維持

国全体で
EU/EEA籍
の割合を

27％以上維
持

運航船に占める
EU/EEA籍船の割合を維持 無

所有船腹量
に占める台
湾籍船を税
制適用後3年
で15％、5
年で30％に
すること

日本船舶を
5年で1.2倍増

船員確保規
制 無

日本船舶1隻あたり
4人、準日本船舶
1隻あたり2人の
日本人船員確保

船員訓練規
制 無

職員15名に
対し職員候
補1名又は部
員候補3名
（英国民

等）を毎年
訓練

無 無

船員15名に
対し2名の台
湾人見習い
船員を訓練

日本船舶・準日本舶
1隻あたり

1名の職員候補を
毎年訓練

（出典）海事センター調査を基に当協会作成

EU域内の便宜置籍船（マルタ、ジブラルタル等）参入可

4. 政策提言にかえて～国際競争力の強化に向けて～（その１－１）
(1)海運税制のイコールフッティング
主要海運各国並みの諸制度の拡充・柔軟化



国 名
5年間の償却

可能範囲
（含特別償却率）

買換特例
登録免許税
又は登録料
（※２）

固定
資産税

日 本
62.3％

（特別償却20％含む）
（※１）

売却益の80％を
損金算入可能 100 課税

ノルウェー 53％ 無 14.1 非課税

デンマーク 52％ 買換船舶の取得価額を売却益より控除可 0 非課税

ドイツ 40％ 有 13.9 非課税

オランダ 100％ 3年以内の再投資は
非課税 0.2 非課税

フランス 80.8％ 無 0 非課税

イギリス 100％ 売却益の全部又は
一部を6年間繰延可 0.1 非課税

アメリカ 67.2％ 有 0.1 一部州は課税

シンガポール 100％ 売却益非課税 17.4 非課税

中国（香港） 73.8％ 売却益非課税 1.0 非課税

韓国 71.3％ 無 4.6 課税
※１ 定率法の場合
※２ 日本の税額を100とした場合の各国の指数

＜諸外国との税制の比較＞
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(1)海運税制のイコールフッティング

4. 政策提言にかえて～国際競争力の強化に向けて～（その１－２）

（出典）海事センター調査を基に作成



4. 政策提言にかえて～国際競争力の強化に向けて～（その２）

(2) 質の高い日本人船員・海技者の人材確保

• 少子高齢化により労働人口が今後ますます減少していく我が国において、さらなる国
際競争力を維持・強化することが求められる外航海運企業の実態を考慮すれば、 現
在の硬直的な右肩上がりの船員増加政策 及び それに伴う船員養成義務は見直しが
必要。

• 日本人船員の確保は、トン数標準税制適用会社だけに義務を課すものではなく、産業
界全体で対応すべき課題。

• かかる厳しい状況の下、質の高い日本人船員・海技者を一定数確実に確保していくた
めには、 調達ソースの多様化を含めた総合的な現行制度の見直しが求められる。
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4. 政策提言にかえて～国際競争力の強化に向けて～（その3）

(3) 日本籍船関連の制度改善・コスト低減
日本籍船比率を拡充するためには、トン数税制適用会社のみならず、より多くの海運企業が
所有船を日本籍船として保有できる制度改善とコスト低減が必要

＜外航日本籍船の制度的問題点＞
〇 日本語前提の船舶管理：海外の船舶管理会社は、日本籍船特有の日本語の世界に対応出来ない。
〇 複雑な書類・検査：日本の船主であっても、日本籍船を扱うことが出来る船主はごく限定的。

（特に無線機器関連は総務省の管轄であり、必要書類・検査等の要件が非常に複雑。）
〇 他国籍船にはない外国人承認船員制度
〇 武装警備員の乗船不可(日本向けタンカー以外)： スエズ運河を通峡できず、配船に極度の制約が掛かる。

＜外航日本籍船の増加に伴い増加し続けるコスト＞
〇 登録免許税：租税特例措置を受けても3.5/1000（本則4.0/1000）と、他国より極めて高額。
○ 固定資産税：非課税の諸外国が多い。三国間輸送の割合が1/2を超えると課税標準1/18の特例が受けられない。
〇 他に比べ割高な舶用品検定協会（HK）認定品搭載要件
〇 外国人承認船員に係るコスト（割増賃金・急な交代に備えた人員確保等）

14



(4)先進船舶（環境低負荷・自動化船など）の導入促進による競争力ある船隊整備

15

4. 政策提言にかえて～国際競争力の強化に向けて～（その4）

厳しい国際競争に勝ち残るためには、温室効果ガス（GHG）等各種環境対策や安全運航水準と運
航効率の向上などのためのイノベーションへの取り組みが不可欠
官民学あげての取り組みに対する政府の全面的な支援を期待

競争力のある船舶＝社会と顧客に評価される船舶 環境に優しく、安全で効率的な船

①IMOのGHG排出削減計画（2008年比）：
2030年：排出効率40%削減⇒2050年：総量50%減（排出効率80%減相当）⇒今世紀中：排出ゼロ

☑ 各社の取り組み
・代替燃料（LNG・メタノール等）船の導入
・船舶推進動力への風力活用に係る取り組み
・省エネ効果に優れた船型・プロペラの導入
・ゼロエミッションEV船の開発
・エコシップの開発

②海難事故の8割が人為的要因・将来的には船員需給逼迫の見通し
⇒乗組員を支援する自動運航船や新技術活用の有効性

☑ 各社の取り組み
・自動運航船実証事業への参画
・船舶運航へのICT技術利用
・ビッグデータ等を活用した安全・効率的な運航支援・貨物管理技術の開発・導入
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積合せ貨物

自動車部品

紙・パルプ

食料工業品

化学工業品
家電・情報機器

40%

60%

80%

100%

120%

2020年1月 2020年2月 2020年3月 2020年4月 2020年5月 2020年6月 2020年7月

物流を担う指定公共機関として、社会・経済への影響を最小化するため、利用運送事業者等と
協力し、引き続き、貨物列車の平常通りの運行を確保。

【直近の輸送動向】

• 2020年３月以降、国内景気低迷に新型コロナウ
イルス感染拡大の影響が加わり、前年同月減少幅
が拡大。特に、自動車部品、紙・パルプ、家電・
情報機器等で減少。

• 一方で、生活に密着した宅配便等を中心とする積
合せ貨物は堅調。

• 社会・経済活動が制限されるなか、安定的な貨物
鉄道輸送サービスの提供によりサプライチェーン
を途切れさせることなく人々の暮らしを支え、社
会インフラである物流に課せられた使命を全う。

2020年5月
対前年△21％

2020年４月
対前年△10％

2020年１-３月
対前年△５％

＜2019年10月＞
令和元年東日本台風（東北線17日間不通ほか）

＜2018年7-9月＞
平成30年7月豪雨（山陽線100日間不通）

2020年6月
対前年△14％

１ 直近の輸送動向（新型コロナウイルスの影響）

【品目別の輸送動向（対前年同月比）】
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＜2020年7月＞
令和2年7月豪雨（鹿児島線7/3以降不通ほか）

2020年7月
対前年△16％



2 災害の激甚化への対策強化

災害の激甚化により、日本の幹線物流を担う鉄道ネットワークが毎年のように寸断。
社内に「災害リスク検討会」を設置（2018年10月）し、ハード・ソフト両面から対策を実施。
国土強靭化のため予防保全の観点から鉄道強靭化を国に要請（2018年11月）。

令和元年東日本台風
（2019年10月）

台風9号・10号
根室線橋りょう流出
石北線道床流出
（2016年8月）

大阪北部地震
（2018年6月）

自然災害による鉄道ネットワークの寸断

平成30年北海道
胆振東部地震
（2018年9月）

代替輸送力手配
• 代替輸送力・輸送手配シミュレーションを
生かした代替輸送力の確保（迂回列車・折
り返し列車の運転、拠点間トラック代行）

• 代行トラック駐車場、ドライバー宿泊施設
の事前選定

• コンテナホームの拡幅による災害時の対応
力強化 等

輸送機材・要員の確保
• 交直両用機関車(EH500 形式）の活用
• 迂回列車運転を想定した運用変更シミュレー
ションの作成 等

システム対応
情報発信・
共有の見直し

【課題】
• 迂回輸送に供する輸送機材の確保
• 代行（トラック・船舶）費用の負担
• 利用運送事業者にコンテナ緊締車※保有
を促すための支援

• 鉄道ネットワークの強靭化 等

【災害対策の強化】

※鉄道用コンテナを固定するための専用緊締装置を備えたトラック

国への予防
保全の要請

• 令和元年東日本台風（2019年10月）では、代替輸送力・輸送手配シミュレーションや迂回
列車運転時の運用変更シミュレーション等の活用により、代行輸送・迂回輸送を迅速に手配

• 令和２年７月豪雨（2020年7月）では、速やかに情報発信・共有を行い、代行輸送を手配
• 貨物駅の高度利用の検討において、BCP対応も含めた将来ビジョンを策定

平成30年７月豪雨
（2018年7月）

熊本地震
（2016年4月）

令和2年7月豪雨
（2020年7月）

台風21号・24号
（2018年9月）
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• 陸（鉄道・トラック）・海（船舶）・空（航空機）の各
輸送モードの強みや特性を生かす相互連携・結節機能の
強化（業務運営上のイコールフッティングの確保が前
提）

• デジタルトランスフォーメーション（DX）や物流プラッ
トフォーム化の推進による物流の効率性・安全性の向上

• 人流・物流ネットワークの一体化と共有による既存の社
会・交通インフラの有効活用

3 社会インフラである物流の強靭化の必要

• 環境特性に優れ（CO2排出量トラックの1
／11）、大量・中長距離輸送を効率的に
行う貨物鉄道輸送は物流を担う一輸送モー
ドとして重要な役割を発揮。

• 物流強靭化のために幹線物流を担う鉄道
ネットワークの更なる強靭化が必要。

【ＪＲ貨物グループの状況】

• 総合物流事業の展開や輸送モード間の連携
を通じ物流全体の効率化を図り、お客様に
最適な物流ソリューションを提供

• 駅構内の物流施設（レールゲート）・積替
施設建設による物流結節点機能の向上によ
る物流生産性の向上

• 鉄道インフラ（在来線・新幹線）の有効活
用による幹線鉄道ネットワークの強靭化

【ＪＲ貨物グループの今後の取組み】

5

新型コロナウィルス感染症の拡大や災害の激甚化により

サプライチェーンの
脆弱性が顕在化

「骨太方針2020」（2020.7.17閣議決定）においても「サプライチェーンの多元化・強靭化」が大きな柱
（３）サプライチェーンの多元化等を通じた強靱な経済・社会構造の構築

感染症の拡大の影響により脆弱性が顕在化したことを踏まえ、生産拠点の集中度が高いもの等について、国内外でサプライチェーン
の多元化・強靱化を進める。・・・・・・・・・道路や港湾など生産性向上等に直結する社会資本の重点的な整備に加え、航空や鉄道な
どの必要な輸送能力の確保を図るとともに、データ、新技術も活用した物流の効率性・安全性の向上に資する取組を加速する。

社会生活維持のための
物流の確保が課題

社会インフラとしての
物流の重要性が再認識

社会・経済活動を支える物流が、その社会インフラとしての
役割を十分に発揮するためには「物流強靭化」が必要



＜取り巻く環境の変化＞

貨物鉄道輸送の強み

貨物列車１本分の輸送力は10tトラック65台分

１０台分 １０台分 １０台分 １０台分１０台分 １０台分

• 輸送キヤリアとして
貨物鉄道輸送の強み
を生かしてモーダル
シフトを推進し、環
境負荷低減・輸送効
率向上（大量・中長
距離輸送）に貢献

• 多様な不動産開発の
推進により事業運営
に必要な収益基盤を
強化

✖

鉄道ネットワークと
貨物駅・物流機能

貨物列車運転線区

主要貨物駅

物流機能
（レールゲート、エフプラザ）

6

貨物鉄道輸送の輸送量は１社で214億トンキロ
214億トンキロ

貨物鉄道＝
JR貨物１社

1,821億トンキロ
トラック＝

全国約57,000社

ＪＲ貨物グループの目指す姿

ＪＲ貨物グループ
中期経営計画2021

ＪＲ貨物グループ
中期経営計画2023

貨物鉄道輸送の
量と質を向上し
収益基盤を強化

鉄道を基軸とした
総合物流企業

グループへの進化

•災害の多発化・激甚化
•環境問題の深刻化
•労働力の不足
•人口の減少と都市部への集中
•働き方改革
•技術革新
•ＥＣ市場の拡大

～総合物流事業の推進～

貨物鉄道

トラック

船 舶

CO2排出量はトラックの約11分の１

全国をつなぐ幹線物流
鉄道ネットワークの強靭化

貨物駅の
物流結節点機能の向上

DＰＬ札幌レールゲート

鉄道を基軸としたサプライチェーンの構築による
物流生産性・付加価値向上を実現

～不動産事業の更なる発展～

不動産価値・事業ノウハウを
最大限に活用した不動産開発の展開

地域社会・経済の活性化に貢献し
総合物流事業との更なる
シナジー効果を創出

新たな輸送サービスの展開
鉄道事業基盤の強化
鉄道インフラ（在来線・新幹線）
の有効活用

貨物駅の高度利用

レールゲート全国展開

東京レールゲートＷＥＳＴ・ＥＡＳＴ

4-1 ＪＲ貨物グループの目指す姿と今後の取組み ～目指す姿～



物流施設
周辺事業

物流施設
保管、荷役、流通加工、梱包/包装、情報管理

ＪＲ貨物グループが
提供する物流機能

輸送機能

利用運送鉄道輸送

鉄道輸送

お 客 様

JR貨物が中心となり
グループのノウハウ・資産を生かした

最適なソリューションをコーディネート・提供

○鉄道輸送のキヤリアとしての輸送能力の提供
○鉄道輸送と連携したトラック集配事業の展開
○グループ会社のトラック輸送能力の活用

○レールゲートの全国展開
○駅ナカ倉庫・駅チカ倉庫、積替ステー
ションにより保管、荷役等の機能を提供

○リース事業、資材調達
○物流施設管理・開発

貨物駅

物流施設

積替ステーション

積替・荷役

物流施設

貨物駅

駅ナカ倉庫

積替ステーション

積替・荷役

駅ナカ倉庫

航空 トラック 船舶 航空 トラック 船舶

全国をつなぐ鉄道ネットワークと貨物駅の物流結節点機能の上に、物流情報ネットワークの
整備や他の輸送モードとの連携を進め、ハード・ソフトを有するプラットフォーマーとし
て、陸（鉄道・トラック）・海（船舶）・空（航空機）の最適なソリューションをワンス
トップで提供。

4-2 ＪＲ貨物グループの目指す姿と今後の取組み ～総合物流事業の展開～
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4‐3 ＪＲ貨物グループの目指す姿と今後の取組み ～物流結節点機能の向上～

東京貨物ターミナル駅構内に湾岸エリア最大級となるマルチテナント型物流施設「東京レール
ゲートWEST・EAST」、札幌貨物ターミナル駅構内に「DPL札幌レールゲート」を建設。
「積替ステーション」の設置も進め、貨物駅の物流結節点機能を向上させ、輸送モード間の結
節機能を高め、物流生産性の向上に貢献。

【東京レールゲート WEST】 【東京レールゲート EAST】

竣 工：2020年2月
賃貸面積：約13,000坪
階 層：７階建て

竣 工：2022年8月予定
賃貸面積：約43,500坪
階 層：5階建て

東京港国際コンテナ
ターミナル

鉄道コンテナホーム

首都高湾岸線

【DPL札幌レールゲート】

竣 工：2022年5月予定
延床面積：約26,000坪
階 層：3階建て

「東京レールゲートWEST」、
「東京レールゲートEAST」
に続くマルチテナント型物流
施設の第３弾として、札幌貨
物ターミナル駅構内（札幌市
白石区）に北海道内最大級の
物流施設となる「DPL札幌
レールゲート」を開設予定
（大和ハウス工業株式会社と
の共同事業）。

東京港国際コンテナターミナル、羽田空港、首都高湾岸線に近接した
立地から、陸・海・空の物流ジャンクションとしてサプライチェーン
の様々なシチュエーションにおいて活用が可能。

【積替ステーション】

トラックで持ち込んだ荷物を鉄道コンテナに積み替える設備。
鉄道コンテナ専用トラックに制約されることなく、一般トラッ
クで貨物駅に荷物を持ち込める環境を整備し、多様なお客様・
鉄道利用運送事業者に鉄道輸送の利用の機会を広く提供。
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■太陽光発電設備

【スマート貨物ターミナル（イメージ）】

安全性向上効率化・省力化

■本線列車運転支援/自動運転
■機関車状態監視
■手ブレーキ、緊締装置緩解自動
■入換機関車の遠隔操作

■コンテナ自動搬送車
■無人フォークリフト

■コンテナ管理最適化

■ターミナル集中管理センター
（人・貨物・トラック・機関車・荷役機械）

ワークスケジュール最適化
リフト最適配置

■コンテナ自動倉庫

■レールゲート物流センター
駅～物流センター間コンテナ自動搬送
自動仕分け/積替設備

■スマートゲート
車両認証＋積付検査
ヤード内自動運転

■ドライバーアプリ
到着時間予想
構内自動誘導

4‐4 ＪＲ貨物グループの目指す姿と今後の取組み ～新技術の積極的な導入～

新技術の積極的な導入を推進し、貨物駅の効率化・省力化、安全性向上を図り、物流全体の
効率化を実現。
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名 称 日本貨物鉄道株式会社 （Japan Freight Railway Company）

設 立 1987年4月1日

資 本 金 190 億円

株 主 独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

営業キロ 75 線区 7,957.3 km（基本的に第二種鉄道事業者 6旅客会社の線路を借りて運行）

貨 物 駅 241 駅

列車本数 418 本 （コンテナ 347 本 車扱 71 本）/ 日

列車キロ 18.8 万km / 日

車 両 数 機 関 車 547 両 貨物電車 42 両 貨 車 7,203 両

コンテナ 67,105 個

社 員 数 5,413 人（発足時 12,005人）

経営成績 （2019年度・連結）

営業収益 1,989 億円 経常利益 89 億円

輸 送 量 2,954万トン
コンテナ 2,076 万トン
車 扱 877 万トン

輸 送ﾄﾝｷﾛ 197 億トンキロ

主な取扱駅と全国輸送ネットワーク

駅
ORS（オフレールステーション

…レールの無い駅）

国鉄改革で誕生した全国ネットワークで貨物鉄道輸送を行っている唯一の事業体。

5‐1 （参考）ＪＲ貨物グループについて ～会社概要～
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経営改革の推進

中期経営計画2021
（2017-2018）

中期経営計画2023
（2019-2023）

関連事業営業利益
（単体）

鉄道事業営業利益
（単体）

中期経営計画2016
（2014-2016）

5‐2 （参考）ＪＲ貨物グループについて ～経営状況～

経営改革の推進により、2016、2017年度と２年連続で鉄道事業黒字化を達成。

2017年度は経常利益が最高益、３年連続増益。
2018年度・2019年度は「平成30年７月豪雨」「令和元年東日本台風」による影響を大きく
受けたものの、経常利益は確保。
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コンテナ輸送品目内訳（2019年度）

断 面 輸 送 量
（ 2019年度平日平均 ）

コンテナ輸送が大幅に伸長し、石油やセメントなど
の輸送は減少。コンテナ輸送では食料工業品や宅配
便等の生活関連物資を始め、様々な品目を輸送。

5‐3 （参考）ＪＲ貨物グループについて ～輸送動向～

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
（万トン）

国鉄改革

輸送量の推移

コンテナ

石油
セメント

石灰石
石炭

1970 1986 2006 20161996

2,076万トン

首都圏と関西・九州・東北・北海道間を結
ぶ東海道線、山陽線、東北線等の幹線が貨
物鉄道輸送の大動脈。

食料工業品
341万トン
（16％）

宅配便等
286万トン
（14％）

紙・パルプ等
254万トン
（12％）化学工業品

184万トン
（9％）

農産品・青果物
179万トン
（9％）

他工業品
147万トン
（7％）

化学薬品
137万トン（7％）

自動車部品
89万トン（4％）

エコ関連物資
58万トン（3％）

その他
358万トン
（17％）

家電・情報機器
39万トン（2％）
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5‐4 （参考）ＪＲ貨物グループについて ～鉄道へのモーダルシフトの進展～

ＣＯ２排出量はトラックの1/11、内航海運の1/2。
トラックドライバー不足もあり、国内総貨物量が減少する中で、鉄道コンテナ輸送は増加。
環境意識の高まりから、商品輸送に一定割合以上、貨物鉄道輸送を利用していることを示す
「エコレールマーク」の認定企業・商品も増加。

（注）単位：g-CO2/トンキロ（１トンの貨物を1km輸送する際に排出されるCO2量）
出典：国土交通省

39

22

233

1,162

内航海運

鉄 道

営業用トラック

自家用トラック

輸送機関別のＣＯ２排出量原単位（2018年度）

鉄道のＣＯ２排出量は
営業用トラックの約1/11と
圧倒的に少ない

トラックドライバー需給の将来予測

△ 400

△ 200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

需要

供給

過不足

出典：公益社団法人鉄道貨物協会「平成30年度末本部委員会報告書」

2017年度 2020年度 2025年度 2028年度

需要 109.1万人 112.7万人 115.4万人 117.5万人

供給 98.7万人 98.3万人 94.6万人 89.6万人

過不足
△10.3万人

(全体の約9％)
△14.4万人

(全体の約13％)
△20.8万人

(全体の約18％)
△27.8万人

(全体の約24％)

2017年度 2020年度 2025年度 2028年度

国内総貨物輸送量と鉄道コンテナ輸送量の推移
（1999年＝100とした場合）

エコレールマーク認定数（2020年3月9日現在）

認定企業：92社
認定商品：198品目

認定企業…15％以上の輸送に鉄道利用、
もしくは年間1.5万トン以上又は1,500万トンキロ以上で鉄道利用

認定商品…商品の30％以上の輸送に鉄道利用

60
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120

1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015 2017

国内総貨物 鉄道コンテナ

（％）
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5‐5 （参考）ＪＲ貨物グループについて ～買い切り列車の増加～

宅配便専用列車
（スーパーレールカーゴ）

自動車部品専用列車
（トヨタロングパスエクスプレス号）

宅配便専用列車
（福山レールエクスプレス号）

⚫ 2004年運行開始

⚫ 世界初の電車型特急コ
ンテナ列車（16両編成、
動力分散方式を採用）

⚫ 東京～大阪間を最高速
度 130 km/h・6時間
11分で走行（毎日 1往
復）

⚫ 10トントラック56台分を

輸送し、鉄道へのモーダ
ルシフトで年間14,000
トンの CO2削減

⚫ 2006年運行開始

⚫ 名古屋南貨物駅～盛岡
貨物ターミナル駅（約
900㎞）を鉄道輸送

⚫ 名古屋→盛岡は自動車
生産用部品を、盛岡→

名古屋は部品積用空容
器を輸送

⚫ 2017年3月より2往復
に増便

⚫ 1列車に31フィートコン
テナ40個を積載

⚫ 年間約14,000トンの
CO2削減

⚫ 2013年運行開始

⚫ 2013年の東京～大阪
間を皮切りに、2015年

に東京～岡山・福山間、
2017年に名古屋～福

岡間で運行を開始、現
在毎日3往復を運転

⚫ 荷役性に優れ、使い勝
手のよい31フィートコン
テナを使用

⚫ 10トントラック220台分

を輸送し、鉄道へのモー
ダルシフトで年間約
67,000トンのCO2削減

宅配便専用列車
（カンガルーライナーSS60号）

⚫ 2018年運行開始

⚫ 吹田貨物ターミナル駅
～仙台港駅間（約940
㎞）を鉄道輸送

⚫ 荷役性に優れ、使い勝
手のよい31フィートコン
テナを使用

⚫ 1列車に31フィートコンテ
ナ30個を積載

⚫ 往復で トラック60台分

を輸送し、鉄道へのモー
ダルシフトで年間約
13,810トンのCO2削減

トラックドライバー不足、都市部の交通事情、環境意識の高まりから、１列車（往復）買い
切りの列車が増加。
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5‐6 （参考）ＪＲ貨物グループについて ～共同輸送やラウンド輸送、パレット化の推進～

【同業２社による共同輸送（大阪⇒金沢）】（2017年1月輸送開始）

⚫ アサヒビールとキリンビールの北陸向けの飲料輸送において、吹田貨物ターミナル駅⇒金沢貨物
ターミナル駅の空コンテナ回送の輸送力を活用し、鉄道による2社の共同輸送を実現

⚫ 年間でトラック約10,000台に相当する輸送量を鉄道にシフト、年間約2,700トンのCO2を削減

⚫ 鉄道へのモーダルシフト・共同輸配送の取組みとして物流総合効率化法に認定（2017年1月）

【31ft温度管理コンテナを活用したラウンド輸送（東京・埼玉⇔福岡）】（2018年12月輸送開始）

⚫ 食品メーカー2社が各々行っていた、東京⇒福岡の31ft温度管理コンテナを使った鉄道輸送と佐賀⇒埼玉へのトラック輸送におい
て、コンテナ運用や出荷体制・荷量を調整し、東京貨物ターミナル駅・越谷貨物ターミナル駅⇔福岡貨物ターミナル駅間で鉄道によ
るラウンド輸送を実現

⚫ 年間で約80トンのCO2を削減、トラックドライバーの拘束時間を年間1,110時間削減

⚫ 鉄道へのモーダルシフトによる幹線往復輸送の実現が評価され、令和元年度グリーン物流優良事業者表彰の「商務・サービス審議
官表彰」を受賞（2019年12月）

【パレット化による輸送効率化（群馬⇒北海道ほか）】（2019年11月輸送開始）

⚫ 群馬⇒北海道への鉄道による農薬輸送において、ばら積みからパレット積みに切り替え荷役作業を
省力化するとともに、全国の委託製造拠点から各地の物流拠点への輸送も鉄道輸送にシフト

⚫ パレット化により、荷役作業の作業時間が2時間超から30分に短縮し作業員も2名から1名に変更、
外装段ボールケースの擦れ傷も軽減され輸送品質も向上

⚫ 鉄道へのモーダルシフト拡大と輸送効率・品質の向上が評価され、第21回物流環境大賞の「物流環
境特別賞」を受賞（2020年6月）

輸送効率化やドライバー不足を背景に、鉄道による共同輸送やラウンド輸送、パレット化の
取組みが拡大。
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１．営業倉庫の果たす役割

3

○物流の中核を担う営業倉庫は、輸送と保管機能を繋ぐ重要な結節点であるとともに、物資の需給調整機能を
担っている。

○物流全体の生産性向上には倉庫業務の生産性向上が必要不可欠である。
○営業倉庫は災害時の物資拠点として重要な役割を担うインフラである。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
倉庫業は、「保管管理」に留まらず、
サプライチェーン全般にわたって密接に関わっております。

海外との貿易によって発展を続けてきたわが国においては、
輸出入業務は非常に重要でありますが、
海外とわが国を繋ぐ、複合一貫輸送と呼ばれるサービスでは、
海外での現地輸送、船や航空機による国際輸送、通関手続きなど、
いずれも倉庫業が、大きな役割を果たしております。

国内においても、荷主のアウトソーシングニーズに応え、
物流業務を一括して荷主より請け負ったり、
物流に深く関わる受発注業務やコールセンター業務を行なったり、
あるいは、倉庫内におきましても、商品を消費者に届ける前に、
例えば、ギフトのセット組や包装など、
商品に付加価値を加える流通加工作業などを行っております。

このように、倉庫業者が行なう業務は多岐にわたるもので、
サプライチェーンにおいても、大きな役割を果たしております。
（一枚おめくりください。）



入庫作業

パレット保管

流通加工作業

電動式密集棚装置

デジタルピッキングシステム

自動ラック倉庫

１．営業倉庫の果たす役割

4

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらの写真は、倉庫内のイメージとなります。

（一枚おめくりください。）

【聞かれたら説明する】
　　・パレット保管
　　　⇒　最もオーソドックスな保管方法。
　　　　　荷崩れ防止のため、ラップ巻きなどを行なう。
　　・電動式密集棚
　　　　⇒　棚が移動することで最小限の通路　
　　・デジタルピッキングシステム
　　　　⇒　少量多品種のピッキングに有効。ランプが点灯して、
　　　　　　迅速・正確なピッキングを実現
　　・流通加工（前ページにて説明済）
　　・バーコードスキャナーによる出庫準備
　　　　⇒　少量多品種のピッキング、検品に有効。



（平成２９年度）

出典：数字で見る物流2019

区分 営業収入 事業者数 従業員数 中小企業の割合

倉庫業
2兆538億円
（３位）

6,544
（２位）

10万7千人
（２位） 91.9％

トラック輸送業 14兆4,578億円 62,461 193万人 99.9％

JR貨物 1,411億円 1 5千人 ―

内航海運業 8,867億円 3,461 6万7千人 99.6％

外航海運業 3兆8,237億円 189 7千人 54.3％

港湾運送業 1兆611億円 861 5万1千人 88.4％

航空利用運送事業 4,535億円 197 1万人 76.7％

5

①倉庫業の市場規模

２．営業倉庫の現状



ｱ．経常利益率の比較（平成21年度から30年度の平均）
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ｲ．経常利益率の推移

注）倉庫業の平成22年度データは東日本大震災の影響等により調査中止のため存在しない。
資料出典：平成30年度倉庫事業経営指標（概況）（国土交通省物流産業室）、産業別財務データハンドブック2019（㈱日本政策投資銀行発刊）

全産業

倉庫業

②倉庫業の収益性

２．営業倉庫の現状
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出典：営業普通倉庫の実績（主要21社）

③入庫高・保管残高の推移

２．営業倉庫の現状
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○物流の共同化

○トラック予約受付システムの活用

○物効法を活用した特定流通業務施設の整備

物効法認定のイメージ

〇保管スペースの有効利用

⇒輸送網の集約化による効率的な輸配送及びCO2の削減に寄与

⇒トラックドライバーの手待ち時間の削減に寄与
倉庫内では事前に入出庫準備を行うことにより、荷役作業の効率化・平準化に繋がる。

⇒物流の共同化を進めることにより、保管貨物の集約を図り、保管の生産性を向上させる。

⇒日倉協及び地区倉庫協会のホームページにおいて空き倉庫情報を提供し、マッチングに資する。

３．現在の取り組みと課題
（１）生産性の向上
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<新技術（AI、IoT、自動化）を活用した効率化の推進>

自社倉庫（アマゾンなど）
スペースよりモノの流れを重視。外装が統一化
されているものなどを取り扱う。

自動化に取り組みやすい

営業倉庫
モノの流れよりスペース確保を重視。
多種多様の物品を扱うため形状も多種多様。

自動化等による費用対効果
の見極めが重要

人材不足への対応として、営業倉庫においてもAIの活用や自動化の取り組みを進めているが、
今後さらに推進していくためには、貨物の形状・サイズの標準化が必要となる。

３．現在の取り組みと課題
（２）人材不足への対応（働き方改革への対応）
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<新技術（AI、IoT、自動化）を活用した効率化の推進（再掲）>

<BCP作成の推進>

従来は「自然災害」を対象としていたが、今後は「新型コロナ
ウイルスをはじめとする感染症」対策も含め作成を推進する。

日倉協作成「BCP作成の手引き」

コロナ感染拡大を受け、人の接触を減らす必要性がさらに高まる。

<国民生活への必需性>
コロナ禍においては人の動きを制限し、感染拡大防止といった観点から経済活動を止めざるを得ない
状況下であっても物流は止まらず、国民の安定的な暮らしを支えるため必要な物資を届けてきた。
物流の中核である営業倉庫も、必要な時に必要な量の物資を保管・出荷してきた。
引き続き社会インフラとしての役割を担っていく。

３．現在の取り組みと課題
（３）WITHコロナ社会への対応



（４）大規模災害等のリスクへの対応

〇民間物資拠点のリストアップ
支援物資の広域的な受け入れ拠点としての活用を想定する
民間物流施設につき全国でリストアップを促進している。

北海道 203近畿 149
東北 135中国 56
北陸信越 89四国 48
関東 405九州 169
中部 249沖縄 8

合計 1,511

輸送に関する協定 47件
保管に関する協定 46件
専門家派遣協定（輸送・保管） 85件

民間物資拠点のリストアップ状況（令和元年度）

協力協定締結の状況（令和元年度）
出典：国土交通省HP

〇官民協力協定（保管協定等）の締結と訓練の実施

東日本大震災以降、災害時には民間の営業倉庫が大いに
活用され、また、物流専門家の必要性も強く認識された。
⇒国は関係自治体と協働して、災害に強い物流システムの
構築を推進している。

<支援物資物流の中核を担う営業倉庫>

<サプライチェーンの維持に欠かせない営業倉庫>
強固なサプライチェーンを構築するために、災害に強い倉庫施設の整備（例:非常電源施設、暴風・浸水対策）
を進める。

11

３．現在の取り組みと課題
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◎将来目指すべき営業倉庫の姿

1. 人口減少などの社会経済状況の変化を踏まえ、物流システム全体の生産性向上に
資するよう、輸送網の集約とともに倉庫業務においての生産性を向上させる。

2. 荷主に対して、サプライチェーンの中核として保管や入出庫に関し、物流コーディ
ネーターの役割を果たす。

3. 災害時において物流拠点としての機能を発揮するとともに、平時から地域における
物流拠点としての倉庫の機能が認知されるよう活動を行う。

４．今後の取り組みに向けての要望



（１）生産性の向上に向けて
①物効法の総合効率化計画の認定要件の拡充等

13

〇更なる生産性向上に向けての要望
ｱ．規模要件は、全国均一のものではなく、各地域の特性に応じた規模要件を設定していただきたい。

例）大都市に近接していない地方都市においては、施設の規模要件の平屋3000㎡以上は負担となっている。
ｲ．危険品倉庫の規模を考慮し、物効法の対象に加えていただきたい。
ｳ．高速道路ICをはじめとする社会インフラの5km区域内は、既存倉庫や物流不動産施設等が相当程度

整備され、新たな用地の手当てが厳しくなっている状況から、立地要件を緩和していただきたい。
合わせて、流通団地や工業団地も対象に加えていただきたい。

ｴ．市街化調整区域における開発許可が下りるよう、引き続き、支援をお願いしたい。
ｵ．その他

〇倉庫業界のみならず、物流システム全体の生産性向上に寄与し、かつ倉庫業界にとって最も
効果の大きい支援措置である倉庫税制（国税・地方税）の維持・拡充をお願いしたい。

物流効率化を実現するための柱となっている物流総合効率化法は施行され約15年になる。
同法に基づき、総合効率化計画の認定を受けた倉庫事業者は、これまで拠点や輸送網の集約、連携・協働化を果た
すなど物流システムの生産性向上に大きく寄与してきた。

４．今後の取り組みに向けての要望
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(ⅰ)ビッグデータを活用したデータプラットフォームの確立

②自動化等を推進するための施策の推進
自動化等を推進するためには、物流システム全体としての環境整備が必要

(ⅱ)自動化等を推進するための規格の標準化

(ⅲ)設備投資への助成制度の促進

パレットや荷姿などの基準の統一化
⇒統一規格パレット使用の推進や、ある程度種類をまとめて荷姿の統一化がなされれば
荷役効率は良くなる。

ｱ. 物流・商流データ基盤を利用し、貨物データの「見える化」を図る。
ｲ. RFIDの推進を図り、入出庫・検品業務を効率化する。

倉庫における革新的な生産性向上と省力化の実現に向け、新技術
（ＡＩ、IoT、自動化）の導入を促進するため、これらの機器等の設
備投資に対する助成制度（特に中小事業者）の更なる促進をお願い
したい。 無人ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ 無人搬送車

４．今後の取り組みに向けての要望
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③建築基準法に係る緩和措置
建築基準法の運用によっても物流施設の生産性向上や非常時対応の効率化が図れる。

・効率化の例（大型庇の設置）
営業倉庫に設置される庇に係る部分の建ぺい率や容積率の不算入を

お願いしたい。
大型庇が設置された営業倉庫では、庇の下部は荷捌きスペースとして

大きな役割を果たす。更に雨天時においても円滑な荷捌きが可能になる
など、荷役作業の生産性が向上する。
加えて、災害時には緊急支援物資の一時的な保管スペースとしても

活用が可能となり、重要な役割を果たしている。
庇に係る建ぺい率、容積率が不算入とされれば、保管できるスペース

が拡大し、より効率性を高めることが出来る。 大型庇のイメージ

・緑化関係
以下の２点をお願いしたい。
ｱ. 緑化部分を敷地面積に含める。
ｲ. 屋上の太陽光発電導入面積を緑化面積に加算する。

４．今後の取り組みに向けての要望
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（２）人材不足、人材育成への対応
人材不足、人材育成への対応としては、生産性向上の他、多様な人材の活用が可能となる環境
整備が必要

（３）WITHコロナ社会への対応

ｱ. 新技術（AI、IoT、自動化）の推進

ｲ. 倉庫業務において多様な人材（女性、シニア等）が活躍できるような環境整備の推進
例）社員がくつろぎやすい空間の整備（カフェテリア、清潔なトイレの整備等）、

パワーアシストスーツの導入、柔軟な勤務日数・勤務時間制

ｲ. ITを活用した倉庫現場のリモート化（倉庫内の空調、照明、シャッターの開閉等）

ソーシャルディスタンスを確保するには人と人の接触を減らす取り組みが必要

ｱ. 新技術（AI、IoT、自動化）の推進

ｳ. 人材育成
社内研修や日倉協の教育研修プログラムを活用し、荷主への提案能力向上を図る。
また、「ロジスティクス論」を学術として体系づけ早期から知識習得できる環境の整備が必要。

４．今後の取り組みに向けての要望
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（４）大規模災害等のリスクへの対応
BCPの策定、民間物資拠点のリストアップや官民協力協定の締結などが着実に進められて

いるが、実際に災害が発生した場合に円滑に対応できるよう措置しておくことが必要。

ｱ. 訓練の実施、通信体制の整備
各ブロックにおいて国・自治体と物流事業者との訓練の実施を重ね、通信体制も整備するなど、持続
可能な物流に対応する。また、ハザードマップや災害時に使用する施設の見直し・更新等も必要となる。

ｳ. 災害用設備に対する助成制度の拡充
例）非常用電源設備を設置した場合の助成制度を再度要望

ｲ. 災害対策に関する議論の継続
例）災害時支援物資輸送協議会、ラストマイルを含む円滑な支援物資輸送体制の構築など

４．今後の取り組みに向けての要望
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これらの取り組みを実現し、物流が持続的に発展していくためには、

荷主・国民の理解が不可欠

政府においては継続的な協議の場の設定をお願いしたい。

５．結びに
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ご清聴ありがとうございました



次期総合物流施策大綱の策定に向けた
ヒアリング資料

令和２年８月２０日

一般社団法人 航空貨物運送協会

1



Ⅰ 航空貨物の特徴

2



＊物流連；数字で見る物流２０１９（平成29年度）

【国際貨物輸出重量・貿易額占有率】

98.8%

1.2%

輸送モード別重量占有率

海運 航空

70.3％

29.7%

輸送モード別貿易額占有率

海運 航空

航空貨物の価額は、トン当たりで、海上貨物の価額の４０倍。
航空貨物はスピードと高い輸送品質が求められる。

航空貨物の特徴

3



〇貨物特性について

4

【貨物特性、輸送スペース、市場】

航空貨物の特徴

・医療分野では、
新型コロナウイルスの検体、治験薬、検査キット、防護具等の輸送を
研究所、病院、製薬会社等から受託
がん・難病への新薬開発のための検体、治験薬等の輸送も広く受託

・世界の越境EC取引の90％は航空を利用 （2018年2月； ICAO事務局長）

・輸出入金額ベースでのシェア（航空貨物／航空貨物＋海上貨物）
ダイヤモンド・真珠等 ９９％以上
半導体・電子部品 輸出９４％ 輸入８８％
医薬品 輸出８０％ 輸入８５％

（平成29年度；国土交通省資料による）

・鮮魚、青果物、畜産物、酒類などの輸送の多くは航空を利用



・平時においては、

国際航空貨物重量の６３～６４％

（平成30年度 国際航空貨物動態調査報告書／国土交通省）

国内航空貨物重量のほとんど全てが旅客機床下の「ベリースペース」を利用

5

〇輸送スペースについて

〇市場について

・わが国の場合、荷送人とエアラインとの間にフオワーダーが介在する
混載貨物の重量シェアは、輸出貨物93％、輸入貨物78％、国内貨物84％
である。

・海外のメガフォワーダー、インテグレーターとの市場競争が存在
（DHL（独）、Fedex（米）、UPS（米）等はわが国トップフォワーダー企業の
数倍の貨物取扱量を有する）

【貨物特性、輸送スペース、市場】

航空貨物の特徴



◎以上の特徴から、航空貨物輸送においては

● スピード・高い輸送品質の確保が社会システムとして必要

● 地上での作業・手続の効率化が特に重要

● 航空旅客便ネットワークの毀損・制約は事業基盤に影響

● 空港内・周辺施設の立地・配置設計が貨物動線上重要

● 航空貨物の安全・保安上のリスク（危険物の不適切な搭載、

爆発物混入等）は乗客の人命への深刻な脅威

6

【貨物特性、輸送スペース、市場】

航空貨物の特徴



Ⅱ 輸送量の推移
（2019年まで）

7



(1)継ぎ越し貨物は含まない。
(2)出所：国土交通省航空局及びJAFA統計資料

日本発着航空貨物重量の推移
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2008 リーマンショック

2001 米国同時多発テロ

1989-1990 バブル崩壊

2011 東日本大震災

1997 アジア通貨危機
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仕向地別輸出航空貨物重量の推移
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出所：JAFA統計資料
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国内航空貨物（利用運送）取扱実績の推移
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（単位:トン）

出所：JAFA統計資料
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Ⅲ 新型コロナウイルス感染症
流行による影響

11



〇旅客便欠航による輸送スペース減・運賃上昇

・6月の国際線フライト数（世界） 対前年同月比 ▲８１％

（IATA資料）

・6月の成田空港国際旅客便発着回数 対前年同月比▲８５％

（成田国際空港会社資料）

・6月の貨物輸送能力（世界） 対前年同月比▲３４％

（IATA資料；トンキロベース）

・6月の航空貨物輸送の価格指数 対前年同月比 国際＋５０％

国内＋６６％

（日本銀行；企業向けサービス価格指数 速報値）
12

新型コロナウイルス感染症流行による影響
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新型コロナウイルス感染症流行による影響
International Belly Cargo and Freighter Capacity Growth Tonnes of Cargo Throughput

(% year-on-year, May 2020 unless specified)

Tonnes Flown, Indexed (Jan2017 = 100)



〇 外出禁止措置による海外拠点での業務停止等

・時期により、中国（武漢等）、イタリア（ミラノ等）、

南アフリカ、インド、バングラデシュ、ロシア、サウジアラビア、

バーレーン等で発生（各社HPによる）

〇 経済活動停滞による需要減少

・6月の輸送実績（重量）対前年同月比（JAFA統計による）

輸出貨物▲33％、輸入貨物▲18％ 、国内貨物▲36％

14

新型コロナウイルス感染症流行による影響
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---------

前々年比

75％

前年比

75％
---------

前々年比

59％

前年比

63％
---------

前々年比

51％

前年比

62％
---------

前々年比

44％

前年比

67％
---------

前々年比

47％

前年比

77％
---------

前々年比

88％

前年比

71％
---------

前々年比

82％

前年比

76％
---------

前々年比

75％

前年比

67％
---------

前々年比

79％

前年比

72％
---------

前々年比

78％

前年比

80％
---------

前々年比

75％

前年比

76％
---------

前々年比

69％
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0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

80,000,000

100,000,000

120,000,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

国際輸入航空貨物実績（重量）
2016年重量 2017年重量 2018年重量 2019年重量 2020年重量

2019年計：976,856,930KG（前年比 90％）
（前々年比 92％）

前年比

94％
---------

前々年比

84％

前年比

91％
---------

前々年比

95％

前年比

78％
---------

前々年比

72％

前年比

71％
---------

前々年比

64％

前年比

82％
---------

前々年比

71％

前年比

95％
---------

前々年比

101％

前年比

82％
---------

前々年比

89％

前年比

108％
---------

前々年比

94％

前年比

80％
---------

前々年比

83％

前年比

89％
---------

前々年比

83％

前年比

92％
---------

前々年比

85％

前年比

90％
---------

前々年比

79％

16



0

10,000,000
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

国内利用航空運送事業取扱実績（重量）
2016年重量 2017年重量 2018年重量 2019年重量 2020年重量

2019年計：508,246,095KG（前年比 95％）
（前々年比 93％）

前年比

101％
---------

前々年比

100％

前年比

84％
---------

前々年比

77％

前年比

58％
---------

前々年比

55％

前年比

55％
---------

前々年比

51％

前年比

64％
---------

前々年比

61％

前年比

93％
---------

前々年比

94％

前年比

92％
---------

前々年比

92％

前年比

101％
---------

前々年比

94％

前年比

93％
---------

前々年比

95％

前年比

96％
---------

前々年比

91％

前年比

99％
---------

前々年比

94％

前年比

99％
---------

前々年比

97％
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Ⅳ 物流施策上の課題

＜航空安全、テロ、災害等の

リスクコントロールの観点から＞

① リチウム電池等危険物の

適正申告の確保

② 航空保安に関する制度改善

③ 自然災害へ空港周辺地域

含めた強靭化の取組

＜グローバル競争への対応等

の観点から＞

① 首都圏空港・周辺における

物流機能強化

② 内外の輸出入関連規制等

の改善

③ 人材確保・スキルアップ

投資の充実

18



＜航空安全、テロ、災害等の
リスクコントロールの観点から＞

① リチウム電池等危険物の適正申告の確保

19

・リチウムイオン電池が、充放電状況や衝撃等により発熱・発火に
至る事例が、近年多数発生。
（2014～2019年度の間に、（独）製品評価技術基盤機構に通知の
あったリチウムイオン電池搭載製品（モバイルバッテリー、
ノートパソコン、スマートフォン等）の事故は982件）

・2010年9月3日ドバイにて飛行中の機内火災により墜落したUPS6便の
事故は、積載の申告がなされなかったリチウムイオン電池が発火源
と判明。

・米国FAA（連邦航空局）が、1991年3月20日から2019年3月22日までに
リチウム電池の発火に起因する航空・空港事故につきFAAが報告を
受けた件数は258件



20

・航空危険物の取扱は、ICAO、

IATAの定める条約、国際ルールに

従って行われている。

・JAFAは、危険物の航空機搭載に

先立ち、的確に品目及び外装の

確認が行われるよう航空フォワー

ダー業界の人材育成に努めて

いる。

・危険物の品目の評価・申告は

荷送人の責任 ⇒ 無申告・虚偽

申告の未然防止が重要

（国土交通省資料より抜粋）

① リチウム電池等危険物の適正申告の確保



・航空機に搭載する貨物については、爆発物検査の実施が

義務付けられているが、国土交通省の定める基準・指針に

適合し、適切な保安措置を実施できる者として、国に認定された

特定航空貨物利用運送事業者等（RA)と、RAに確定された

特定荷主（KS）については、全量の検査に代えた取扱航空貨物の

保安措置の確認が認められている。

21

② 航空保安に関する制度改善等



（利用運送事業者たる

RAは、荷主獲得の

競争市場に置かれて

おり、荷主に保安措置を

求める際に「他のRAでは

そこまで要求していない」

等主張される事態が

生じている）

22

・RAにKSの確定を委ねるわが国の現行制度には見直しが必要

② 航空保安に関する制度改善等



・X線検査装置、爆発物検査装置等の保安検査機器の整備は、

成田、関空、中部の主要国際空港に特に整備のニーズが認められ、

近年 航空旅客用のボデイスキャナー等購入経費については

国土交通省と空港当局併せて１００％の補助率で効果的整備が

図られてきた。

・他方で、航空貨物用の保安検査機器購入経費については、

これら空港を発送地とする貨物を取り扱う施設についても

過去一時の例外等を除き補助の適用がなく、１００％事業者の

自己負担を求めるものとされてきている。

23

② 航空保安に関する制度改善等



・地上運送部分のセキュリテイレベルを更に高める観点から、

航空利用運送事業者、荷主を対象とするKS/RA制度に加えて、

適切な保安措置が実施できる貨物自動車運送事業者を国等が

認定するスキームの創設を要望。

・セキュリテイの確保と航空貨物輸送の速達性・効率性を両立させる

観点から、爆発物検査装置の合理的な使用方法の追求を要望。

24

② 航空保安に関する制度改善等



・2018年9月、関西国際空港が台風21号により、滑走路、連絡橋、

上屋施設等が使用不能となる被害を受けた他、航空貨物の

転送先となった成田、羽田、中部空港及び周辺施設での事業活動も

大きな影響を受けた。

・2019年9月、成田空港周辺に所在する航空フォワーダーの事業所が

台風15号により、施設一部損壊や、長期停電などの被害を受けた。

25

③ 災害への空港周辺地域を含めた強靭化



⇒空港及び周辺地域の防災・減殺機能を強化する事業の推進と、

空港BCP/広域BCPの策定・充実が課題。

（なお、わが国港湾の防災施策については、個別港湾毎のBCP策定を

前提に、国が個別港湾での取組をバックアップする「広域港湾BCP」を

策定している。）

個社で自然災害に対応する模擬訓練の実施、IP無線機器の設置や

医薬品・食料品の備蓄等を実践しているが、これらに対する助成措置

の創設も望まれる。

26

③ 災害への空港周辺地域を含めた強靭化



＜グローバル競争への対応の観点から＞

・羽田空港は、本年夏ダイヤより1日50便の国際線が増加される

計画であった。

⇒ 今後、羽田発着貨物の取扱拠点の確保、羽田-成田間の

転送貨物の処理が課題に

羽田空港近隣での施設用地が不足し、個社ベースで同空港を拠点と

するサプライチェーンの構想を企画することが困難であるところ、川崎

臨海部の土地利用や、周辺道路の整備等による国家戦略的な取組が

必要。

羽田・成田間の共同輸送の推進も検討課題となる。

27

① 首都圏空港及び周辺における物流機能強化



・成田空港は、基本計画により2028年度末の工事完了めざし

B滑走路延長・C滑走路新設・空港用地拡張（1060haから2600haへ）の

事業が予定されている。

⇒ 物流車両の導線改善、施設機能の向上（検疫機能及び

定温・冷蔵機能を備えた共同上屋、医薬品のGDPに対応した

品質管理が行える施設の整備等）等が期待される。

28

① 首都圏空港及び周辺における物流機能強化

＜グローバル競争への対応の観点から＞



29

① 首都圏空港及び周辺に
おける物流機能強化

＜グローバル競争への対応の観点から＞

出所：成田国際空港株式会社（ＮＡＡ）ホームページ



〇国内

・航空運送状、危険物申告書、保安関係書類等の一括した電子化と

それを促進するための共用プラットフォームの整備

・外国からの輸入貨物につき、わが国における再混載や複合輸送の

促進のため、関税法の仮陸揚げ申告手続の更なる簡素化

・事業法に基づく届出・報告規制の更なる簡素化・電子化

30

② 内外の輸出入規制等の改善

＜グローバル競争への対応の観点から＞



〇海外

・着地国によっては、簡易通関制度の不備、関税・輸出入手続の非効率

等の課題がみられ、輸出企業においても問題視されている状況がある。

（例として、

貿易・投資円滑化ビジネス協議会

「2019年速報版各国・地域の貿易・投資上の問題点と要望」

農林水産省GFP輸出商社部会

「コールドチェーン確保に関わる勉強会」報告書）

・着地国の行政当局から航空運送状や輸入手続・保安手続の関係

書類の紙での提出を求められる場合には、わが国航空貨物フォワー

ダーにおけるデジタル化投資の効果を減殺する要因となる。
31

② 内外の輸出入規制等の改善

＜グローバル競争への対応の観点から＞



・大学・関係企業等と連携し、物流・ロジステイクスに関する

知の提供・普及を推進する仕組みが必要。

・空港（成田等）周辺の事業場において、従業員に適切な通勤環境・

居住環境を提供しうる交通ネットワーク整備・地域整備が求められる

状況。

・トラックドライバーの労働条件確保のため、附帯業務（待機、荷待ち、

現場仕分け、積み込み作業等）に係る料金収受含め改正法の

運用徹底が求められる状況。

32

③ 人材確保・スキルアップ投資の充実

＜グローバル競争への対応の観点から＞



次期総合物流施策大綱
ヒアリング

一般社団法人国際フレイトフォワーダーズ協会

令和２年８月２０日



Ⅰ.業界の現状と今後の見通し➡不透明
１．新型肺炎（コロナウィルス）の世界的感染拡大
（１）世界経済の縮小

（２）コンテナ航路の縮小

（３）需給の急変による運賃市況の混乱

（４）テレワークの進展

２．貿易環境の変化への対応
（１）サプライチェーンの世界的な見直し

（２）米中貿易摩擦

（３）英国のEU離脱
（４）中国の一帯一路政策

３．フレイトフォワーダーへの期待
（１）最適な輸送手段と輸送ルートの提案

（２）状況の変化に応じたリーズナブルな運賃提供



Ⅱ.業界の取組と課題

１．持続可能な物流の実現にむけて
（１）持続可能な物流の実現のためにフレイトフォワーダーが果たす役割

＊荷主の立場になって、物流を専門的な知見を持って構築できるフォワーダーに期待

＊最適な船社・輸送モードの選択、非常時のバックアップ輸送手段やルートの構築

（２）SDGｓとの関係
＊フォワーダーの持つ専門性・柔軟性は、持続可能な社会実現にとって有用

２．働き方改革、特にドライバー不足への対応
＊適正な運賃収受

＊ドライバーの労働条件の改善

＊女性ドライバー、外国人ドライバーの活用

３．モーダルシフトについて
SDGｓや働き方改革が求められる中、モーダルシフトの取組を加速させるために、どのような取組が必
要か。

＊港湾（コンテナターミナル：ＣＴ）と鉄道との連結

＊鉄道貨物輸送における海上コンテナ輸送の拡大



Ⅱ.業界の取組と課題

４．技術革新について
Ｓｏｃｉeｔｙ５．０時代への対応
＊B/Lの電子化、ＡＰＩプラットフォーム ➡ デジタル・フォワーディング化への取組み

５．災害・危機管理
＊災害や新型コロナの感染拡大等の影響によりサプライチェーンの見直しが世界規模で始まっ
ている。

＊既存アセットに縛られないフォワーダーにとって、チャンス。

6.港湾地区の混雑緩和
＊特に東京港では、ゲート前の混雑が日常化

＊１年延期となった２０２０東京オリパラに向けた対応



Ⅲ. 政策提言

１．サプライチェーンの見直しへの対応
（１）製造業の国内回帰を促進

＊高速道路料金・燃料費等の物流コスト低減

（２）チャイナ＋１となる東南アジア諸国への支援・関与

＊ODAの活用他

＊政策対話・人材教育

＊コールドチェーン構築の支援

２．モーダルシフトの更なる推進への施設拡充
（１）海上コンテナの鉄道輸送インフラの整備

＊４０ＦＴならびに背高（９‘６“）コンテナへの対応

＊港からＩＣＤ（インランドコンテナデポ）までの鉄道輸送

＊オンドック・レールの敷設

（２）内航・外航接続の簡素化（利用ターミナル近接化）



Ⅲ. 政策提言
３．港湾地区での車両混雑緩和
（１）コンテナターミナル（ＣＴ）の世界標準化

＊CTの夜間ゲートオープン

＊コンテナ搬出入事前予約制度の拡充

＊空コンテナプールとＣＹの分離

＊AI等を活用したゲートの自働化によるコンテナ搬出入の迅速化
（２）港湾の電子化推進（紙ベース対応を無くす）

（３）ＩＣＤ（インランドコンテナデポ）の活用

（４）２０２１年に延期された東京オリパラへの的確な対応

４．ドライバー不足解消
（１）ドライバーの働き方改革（若者にも魅力ある職場へ変える）

＊収受料金の適正化（荷卸、待ち時間、時間指定：過剰サービスの料金化）

＊長時間労働を減らす

（２）女性・外国人ドライバーの活用

＊法整備を含めた環境改善



Ⅲ. 政策提言

５．安全輸送の推進（コンテナ・トラックの事故撲滅）
（１）重量規制に対応できるインフラ整備

＊ゲートでの重量計測の実施（正確なVGMによる安全の確保）
（２）ドライバーの待機・休憩場所の確保

＊海上コンテナ用の駐車・待機スペースの確保

６．デジタルトランスフォーメーション（DX)への対応
（１）フォワーダー（NVOCC)として「ブロックチェーン等を活用したB/L電子化の世界標準化実現」
（２）運送書類（B/L、WAYBILL)の収入印紙税免除

以上



次の総合物流施策大綱策定に向けた
関係団体等ヒアリング

＜航空運送事業者（航空貨物）資料＞

2020年8月20日

定期航空協会



【内容】

1-1. 航空貨物を取り囲む環境

・多様な仕出地および仕向地の取扱いについて

・航空物流への天候影響の増加について

1-2. 運送状電子化(e-AWB)の進捗状況について

2-3. 各空港等での防災強化策の推進

1. 業界の現状とこれまでの取り組み

2.今後の見通し等を踏まえた政策提言・要望

2-4. ペーパーレス化(e-AWB、e-Freight)、非接触型業務の推進

2-1. 米国への円滑な貨物輸送体制の維持

2-2. 首都圏空港での航空物流強化策の推進



1-1. 航空貨物を取り囲む環境/多様な仕出地及び仕向地

（出典：税関統計より定期航空協会にて作成）

成田・羽田における仮陸揚量および総積込量・取卸量における割合

成田 羽田

積込・
仮陸揚量

取卸・
仮陸揚量

積込・
仮陸揚量

取卸・
仮陸揚量

2016年
割合

389,437
39.5%

380,660
34.7%

87,544
44.0%

95,343
40.0%

2017年
割合

417,305
38.2%

388,671
33.2%

111,217
42.3%

125,495
40.4%

2018年
割合

334,474
30.6%

304,540
27.6%

100,350
35.0%

123,600
39.2%

2019年
割合

355,115
36.8%

326,874
30.4%

106,684
43.8%

131,939
42.9%

単位：トン

成田・羽田において、仮陸揚量は総積込量・取卸量に占める割合は、全体の約
30-40％を占める。その中で特に、電子商取引などの伸長が著しいアジア・中国

から、北米に向けた貨物量が多くみられる。



1-1. 航空貨物を取り囲む環境/航空物流への天候影響

（気象庁資料より抜粋）

大雨・強風による航空物流への影響例：
・2018年9月台風21号：関西国際空港浸水
空港機能停止 （復旧まで約10日間）

・2019年10月台風19号：成田空港への影響
航空機の着陸制限等（1日程度）が発生

■ 空港における浸水 （大雨、台風、高潮等）
• 滑走路・誘導路・エプロンの機能停止、
• ターミナル施設・燃料施設・貨物上屋の停電被害
• 空港アクセス遮断

■ 強風による被害 （台風、竜巻等）
・ 貨物上屋施設被害
・ 貨物コンテナ・地上設備等の飛散及びそれらによる
航空機・施設・設備の被害

近年の大雨の発生数は増加傾向にあり、異
常気象が「局地化」「集中化」「激甚化」してい
る。このような異常気象時において、航空を
含む物流への大きな影響がみられる。



1-2. 運送状電子化(e-AWB)の進捗状況

成田空港： 45.1％ （2016/12 29.8%）
関西空港： 45.7％ （同 28.1%）

出展：IATA e-AWB international monthly report 2020/06

ANA： 46.0% （2016/12 18.0%）
NCA： 35.1% （同 8.4%）
JAL ： 28.4% （同 4.3%）

電子化・ペーパレス化の促進による効率化は前回大綱にも掲げられた。
2019年1月からe-AWBを標準フォーマットとすることがIATAで決定されたこともあり、
本邦三社のe-AWB率は2016年当時からは大幅な伸長を見せた。
しかしながら、世界的に見れば、本邦空港、三社ともに世界の物流をリードする空港・
会社に比較して不十分。また、最終的なe-Freightへの道筋を示せていない。



2-1. 米国への円滑な貨物輸送体制の維持(保安制度対応)

●アジア発北米向け貨物の取扱量の制約の可能性
⚫航空会社のみならず空港・国の競争力の低下
⚫三国間貨物の日本回避（近隣諸国への経由地ルートの変更）

アジア 日本 米国

インタクト
（ULD単位）

保安検査

※発地国要件に準拠

取卸 搭載

保安検査

※発地国要件に準拠

取卸 搭載

作業工程増

作業工程増

リードタイム増

人員・施設増

タッチ回数（ダメージリスク）

搬送

検査解体 搬送積付け搬送

■日本経由米国向けの三国間貨物について、経由地である日本での全量再スクリーニングがTSAより
求められている。
■一方、アジア発北米向けの三国間輸送ニーズは高まっており、輸送全体に占める流動比率も高い。
■経由地である日本での全量再スクリーニングは、作業工程の増加に加え、時間も要することから現状
のトランジットが困難となり、サービス低下に繋がる。これにより日本経由は敬遠される可能性があり、
我が国における航空貨物への影響も大きい。
■米国への輸出貨物取扱いの円滑化と物量の維持・拡大を図るべく、我が国における航空貨物物流へ
の影響を踏まえ、経由地 における全量再スクリーニングの回避をお願いしたい。



2-2.首都圏空港での航空物流強化策の推進

■ 荷主利便性を考慮した羽田空港の活用 （羽田）
羽田空港の国際線発着便数が増加する中、フォワーダー中心に羽田周辺に物流施設を保有しておらず、成田への

貨物搬入・搬出が一般的となっている。そのため、成田=羽田間で多くのトラック輸送が発生しており、荷主利便性や
人員・環境の点でも好ましくない。羽田発着便への搭載貨物は羽田で搬入・搬出できるよう、貨物事業者が羽田空港
内や周辺に拠点を持てるような施設整備など、羽田を最大限活用できる体制の検討をお願いしたい。

■ 羽田=成田空港間のトラック輸送の円滑かつ経済性の高い共同運用の検討（羽田・成田）
トラック手配・運行に要するコスト・運用面での負担が大きいことから、助成金支援の検討に加え、共同シャトル便等
の空港間輸送機能の強化を図っていただきたい。また税関手続き上、羽田・成田空港を、同一積込港に統一すること
で、両空港間で都度、積込港変更処理を行うことなくシームレスな取り扱いを実現する。

■ 空港利用・施設費用の低減 （羽田・成田）
国際競争力を高め、アジアの貨物ハブとしての地位を確かなものとするために、着陸料や、航空運送事業者・貨物
事業者の利用がしやすい上屋施設利用料などを近隣競争国との比較に照らし、競争力のあるコスト体制を実現する。

■ 貨物地区の再配置と集約 （成田）
中長期的な視点に立った貨物地区の再編・集約計画を通じて、現状、南北に分離する施設ならびに各社利用施設
の再配置と集約化を図ることで、空港内外の物流効率化と利便性の向上を図る。また、更なる物流促進に資する最
新テクノロジーを活かした標準化、スマート化を業界連携の下、促進する。

■ 運航禁止時間帯(カーフュー)の緩和、廃止 (成田）
航空貨物の特性を生かす深夜早朝出発を実現し、発着遅延時のカーフュー明けの待ち時間の無駄をなくし、時間と
スピードを求める航空貨物輸送ニーズに応える。

航空物流インフラとしての社会的使命を果たしつつ、国際競争力を高め、アジアのハブとし
ての地位を確かなものとするためには、羽田空港と成田空港の特性を活かしつつ、一体と
捉えた首都圏空港としての物流機能強化が急務である。

羽田

成田

羽田・成田



2-3. 各空港等での防災強化策の推進

■ランプ内のアンカー設置
台風等による強風でコンテナ―等が飛ばされ、航空機等へ損害を及ぼす事例が発生し
ており、コンテナー等を固縛するためランプ内にアンカー設置を検討願いたい。

■空港アクセス機能（鉄道・道路）の強化
昨今の豪雨災害により、空港へのアクセス機能が失われるケースが増えている。
利用者のみならず、空港勤務者の出勤や航空貨物物流にも影響が大きな影響が生じて
いる。空港アクセス機能の更なる強化をお願いしたい。

■貨物施設能力の向上
一昨年の浸水による関空機能停止時、成田空港等で航空貨物受け入れの要請があった
が、成田空港等の貨物施設に余力がなく、最大限の受け入れ努力を行うも、物量制限や
運休便も発生するなど、必ずしも十分には引き受けることが出来なかった。災害対応を考
慮した余力ある貨物施設展開についての指針を取り纏め願いたい。

近年、我々の想定を超える台風・大雨による強風・高潮災害が各地で発生し、インフラ機
能の低下による物流停滞やULD飛散等による施設被害・航空機損傷等のリスクが
高まっている。災害発生時にも、物流を止めることなく社会的使命を果たすべく、自然災害
への対応を考慮した空港機能強化が求められる。



2-4. ペーパーレス化(e-AWB/e-Freight)、非接触型業務の促進

■e-AWB化の促進
本邦社ではe-AWB化促進に向けた取り組みを行ってきたところであるが、世界的なレベルか
らすれば、未だ不十分であり、e-AWBの更なる普及のみならず、e-Freight(航空貨物業界の
電子化やペーパーレス化)に向けた取り組みに関して、システム普及に向けた国交省
の協力をお願いしたい。

■With/Afterコロナの時代に対応したデジタル化の推進

■国交省「特定貨物確認書」、「危険品申告書」、税関「貨物引渡書」の電子化

コロナ禍により、空港現場での対面業務を見直し、非接触型業務への転換が求められ
る。そのためには、様々な技術によりIoTを現場に導入、そのデバイスを記録、管理する
ため最新の5G等の通信環境が必要となる。空港貨物地区においてローカル5Gの導入
が安易となるよう支援をお願いしたい。また、物流現場での非接触型業務推進の一環で、
荷主、フォワーダーも巻き込んだ管理手法としてのRFID等のデバイス導入により、貨物
を個数単位で自動的に受託可能になるシステム構築等の支援をお願いしたい。これらの
施策により、With/Afterコロナの時代に則した、社会インフラを支える物流従事者の安
全・安心を担保することが期待出来る。

フォワーダーと航空会社間で互いにメリットを享受するには、e-AWBの更なる促進に加え、

e-Freight実現に向けた機運を高め、業界全体で加速させる必要がある。
現在、紙ベースによる提出が求められる関連書類を電子化することで、完全ペーパーレス化
を早期に実現、e-Freightを推し進めるべく、国交省には主導的な旗振りをお願いしたい。

e-AWB/e-Freightの普及・促進をはじめ、With/Afterコロナ時代に対応したデジタル化を
いっそう推し進めていく必要がある。



物流施策大綱 ヒアリング資料
(一社）日本長距離フェリー協会
（一社）日本旅客船協会

⚫ フェリーの現況と今後の見通し

• 主なフェリー航路について

• フェリーの輸送力について

• フェリーの収入構成について

• 長距離フェリーの自動車及び輸送人員の推移

• 高速料金の大幅値下げによる影響

• コロナ渦によるフェリーへの影響

⚫ フェリーの社会的役割（業界の取り組み）

• ドライバー不足の解決策

• リダンダンシーの確保

• 地域の産業立地への貢献

⚫ 政策提言
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苫小牧

大洗
②

仙台

名古屋

③

別府

小樽

秋田

新潟

敦賀

泉大津

舞鶴

大阪神戸

①

宮崎

志布志

新門司

松山

⑥

⑤

⑥

⑥

④

東京

⑦

⑧

八戸

東予 新居浜

⑭

⑪

⑬

徳島高松
大分

小倉

⑨

函館

青森

那覇

① 新日本海フェリー

小樽～舞鶴
小樽～新潟
苫小牧～敦賀
苫小牧～秋田～新潟～敦賀

２隻

２隻

２隻

２隻

② 商船三井フェリー 苫小牧～大洗 ４隻

③ 太平洋フェリー 苫小牧～仙台～名古屋 ３隻

④ 阪九フェリー
泉大津～新門司 ２隻

神戸～新門司 ２隻

⑤ 名門大洋フェリー 大阪～新門司 ４隻

⑥
フェリーさんふらわ
あ

大阪～別府 ２隻

大阪～志布志 ２隻

神戸～大分 ２隻

⑦ オーシャントランス 東京～徳島～新門司 ４隻

⑧ 宮崎カーフェリー 神戸～宮崎 ２隻

⑨ マルエーフェリー 鹿児島～奄美各島～那覇 ２隻

⑩ マリックスライン 鹿児島～奄美各島～那覇 ２隻

⑪ 川崎近海汽船
苫小牧～八戸 ４隻

八戸～室蘭 １隻

⑫ ジャンボフェリー 神戸（～小豆島）～高松 ２隻

⑬ 四国開発フェリー
大阪～東予
神戸～新居浜

３隻

⑭ 松山・小倉フェリー 松山～小倉 ２隻

⑩

（2020年6月現在、日本旅客船協会調べ）
⑫

室蘭

～主なフェリー航路について～

東京湾フェリー 久里浜～金谷 ２隻

伊勢湾フェリー 鳥羽～伊良湖 ３隻

南海フェリー 和歌山～徳島 ２隻

周防灘フェリー 徳山～竹田津 １隻

瀬戸内海汽船
広島～呉～松山 ４隻

石崎汽船

防予フェリー
柳井（～伊保田）
～三津浜

４隻周防大島松山
フェリー

宇和島運輸フェ
リー

別府～八幡浜 ２隻

臼杵～八幡浜 ２隻

九四オレンジ
フェリー

臼杵～八幡浜 ２隻

有明自動車航送
船組合

多比良～長洲 ３隻

九商フェリー 島原～熊本 ２隻

熊本フェリー 島原～熊本 １隻

鹿児島

◆主な中長距離フェリー（14社 19航路 51隻） ◆主な短距離フェリー（13社 12航路 28隻）

国内フェリー全体

141社 163航路 285隻

奄美大島

⑦

1



上り便：夕方出発 翌朝到着

新門司～神戸/泉大津（阪九フェリー）の例

トラック ・ トレーラ 乗用車 旅客

約 1,000台／日 約 650台／日 約 2,600人／日

１万5千トン級×４隻
１日、上り２便、下り２便

航海速力 23.5ノット(時速 43.5km)

～フェリーの輸送力について～

フェリーは大量輸送に適した輸送手段。しかし多額の投資（１隻 80～100億円、15～20年 更新）が
必要なため、一定程度の需要の見通しが立たないと、航路の存続が困難

下り便：翌朝到着 夕方出発

所要：約１２ ｈ ３０ ｍ 船内で８時間以上の睡眠

2

※ ドライバーの法定休息時間の確保が可能。



関西～九州 長距離 A社

（物流がメイン）

～フェリーの収入構成について～

本四間 中距離 B社

（物流がメイン）

本四間 短距離 C社

（物流と観光の両面）
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➢ 航路によって、収入の内訳は様々。

➢ 共通することは、「トラック」と「乗用車」が、収入の二本柱ということ。

➢ どちらが欠けても、フェリー事業が成り立たなくなる。 3
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隻数 トラック 乗用車 旅客輸送人員

H3.3

バブル崩壊

H11.5

しまなみ海道全橋
供用開始

H17.4

高速料金大口・多頻度割
引開始

H20.10

高速金料全車種
深夜5割引開始

H21.3

高速料金全車種平
日3割引き

H24, 26

燃料高騰

～長距離フェリーの自動車及び旅客輸送人員の推移①～
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～長距離フェリーの自動車及び旅客輸送人員の推移②～
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2006年

（H18）

2007年

（H19）

2008年

（H20）

2009年

（H21）

2010年

（H22）

2011年

（H23）

2012年

（H24）

2013年

（H25）

本四高速の増加分 フェリーの減少分 乗船台数の減少率

トラックの、本四高速の増加分 （約10万台）と本四間フェリーの減少分（約10万台）は、ほぼ同じ。

高速値下げによって、全体の物流量は増えず、フェリー利用から高速道路への物流シフトが発生。

高速値下げの影響～フェリー利用から高速道路へ、物流がシフト～

高速値下げ前後での、本四間トラック輸送における、本四高速の利用台数と、フェリーの利用台数の増減状況

H20. 10月
トラック

深夜５割引
夜間３割引

H21. 4月
トラック

通勤５割引
昼間も３割引

（台数）

（対 H19年同期本四高速の通行台数の増加分）

（対 H19年同期本四間フェリーの利用台数の減少分）

データ：四国運輸局「四国の運輸の動き」より作成。
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（H18年度）
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（H19年度）
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（H20年度）
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（H21年度）
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（H22年度）
2011

（H23年度）

高速値下げの影響 ～公共交通からマイカー利用へ、人流がシフト～

データ：四国運輸局「四国の運輸の動き」より作成。※本四高速の人数は、乗用車の台数×平均乗車人員1.9人（交通センサス値）で算出

高速値下げ前後での、本四高速の利用者数と、本四間の公共交通の利用者数の増減の状況

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

本四間フェリー・旅客船 高速バス（島内除く） 航空(国内線) 鉄道（瀬戸大橋線）

H20. 10月
乗用車

土休日５割引

H21. 3月
乗用車

土休日1000円

H23. 6月
乗用車

土休日5割引

本四高速

（乗用車）

鉄道

航空

高速バス

フェリー

680万人
増 加

1,851万人

2,531万人

鉄道

航空

高速バス

フェリー

407万人
減 少

2,512万人

2,105万人

本四間の
マイカー
利用人数

本四間の
公共交通
利用人数

本四高速

（乗用車）

Ｈ19 → Ｈ23

Ｈ19 → Ｈ23

824

632

488

568

729

537

458

383

▲95

▲95

▲30

▲185

料金割引の経緯

本
四
高
速
の
利
用
人
数(

万
人)

公
共
交
通
の
利
用
人
数(

万
人)
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小倉

新門司

竹田津

別府

大分

臼杵

佐伯

佐賀関

宿毛

八幡浜

三崎

徳山

宇品

呉

阿賀

竹原

松山堀江

波方

新居浜東予

今治

宇野

高松

明石

岩屋

徳島

和歌山

泉大津

大阪

神戸

東京へ

那覇、志布志、宮崎へ

柳井

8

高速値下げの影響 ～フェリー航路の廃止・減便の状況～

廃止・休止 ７航路

減船・減便 ５航路

減
船

減
便

2009 （H21） 徳島～和歌山

2009 （H21） 新門司～神戸・泉大津 ２隻売船

2009 （H21） 高松～神戸

2011 （H23） 大分（竹田津）～徳山 １隻売船

2012 （H24） 愛媛（東予・新居浜）～大阪

廃
止

休
止

2009 （H21） 松山（堀江港）～呉（阿賀港）

2009 （H21） 波方～竹原

2009 （H21） 大分～今治、今治～大阪 寄港廃止

2010 （H22） 大分～松山、松山～大阪 寄港廃止

2011 （H23） 別府～松山、松山～大阪 寄港廃止

2011 （H23） 淡路（岩屋）～明石

2012 （H24） 高松～宇野
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～コロナ禍によって、フェリー事業は大きなダメージ～
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◆ 中・短距離フェリー（主要中距離５社、短距離２社）（前年同月比）

▲ ６６ ％

▲88% ▲87% ▲95%

▲24%

◆ 長距離フェリー（主要８社）（前年同月比）

旅客 乗用車 その他 トラック 売上全体

6
月

5
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4
月

3
月

2
月

1
月

３月あたりから需要が急減し、減便も発生。６月時点の調査で、この状態が続くと、６割以上の会社
が、半年～１年以内に資金繰りに窮する、と回答。

▲83% ▲62% ▲71%

▲16%
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～ドライバー不足の解決策 ①～

最近のフェリー輸送は、大型トレーラの無人航送という方法が増えている。

「トレーラ」のみ、無人で船に乗っていく「トラクタ」は、切り離して、船には乗らない

ドライバーなしで乗船九州のドライバー 関西のドライバー

九
州
の
港

関
西
の
港

トラクターで牽引トラクターで牽引

この方法だと、フェリー区間は、ドライバーが不要になることから、ドライバー不足や働き方改革へ
の対応に悩みを持つ運送会社様から、ご支持を頂けている。

トレーラのみ、船に載せる

フェリーを活用することで、数日間家に帰れない長距離中心の業務から、日帰りが可能な短距離中心の業務への転換も可能

配送先出荷元

トレーラの積込みの様子（ジャンボフェリー）
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高松

神戸

敦賀

苫小牧

敦賀

神戸
高松

新日本海フェリー

ドライバーなしドライバーなし四国のドライバー 関西のドライバー 北海道のドライバー
高
松
港

神
戸
港

敦
賀
港

苫
小
牧
港

香川の冷凍食品を北海道へ

冷食 冷食

やさい
やさい

トラクターで牽引

トラクターで牽引

トラクターで牽引

大型トレーラの無人航送によって、フェリー航路の乗り継ぎが容易となった結果、複数航路を組み合
わせた広域のネットワーク化も進んでいる。

関西の
ドライバー

四国のドライバー

～ドライバー不足の解決策 ②～

やさい

冷食

やさい

冷食

やさい

北海道の野菜を四国各地へ

冷食

◆複数のフェリーを組み合わせた輸送事例 四国～関西＋ 関西～北海道
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287

267

314

305

330 331

340

358

351
333

367

410

（年度）

実績 目標

海運モーダルシフトを担う船舶海運モーダルシフトの目標

（出典）「内航船舶輸送統計」等より、日本旅客船協会作成

【主なRORO定期船】

隻 数：65隻
総トン数：453,491トン
事業者数：18事業者
航 路 数：36航路

【主なコンテナ定期船】

隻 数：25隻
総トン数：34,670トン
事業者数：７事業者
航 路 数：30航路

【主な中長距離フェリー】

隻 数：51隻
総トン数：652,107トン
事業者数：14事業者
航 路 数：19航路

（出典：日本旅客船協会調べ、及び「海上定期便ガイド2018」（海上定期便友
の会／内航ジャーナル(株)発行）より、日本旅客船協会作成）

国は、トラックのドライバー不足、働き方改革の解決策として、海運モーダルシフト貨物の輸送量を
大幅に引き上げる目標を閣議決定し、省エネ船の建造支援策などを展開。

～ドライバー不足の解決策 ③～

内航海運による 雑貨貨物輸送 トンキロ

交通政策基本計画
2015年2月閣議決定

2020年度の目標

2030年度の目標

12
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苫小牧

大洗

名古屋

小樽

新潟

敦賀

大阪

堺泉北

神戸

東京

室
蘭

那覇

八
戸

清水

博多

釧路

常陸那珂

仙
台

川崎
追浜

⑬

①

③

⑱

⑭

⑰

⑩

⑨
⑳

㉑

⑯

②

玉島広島

苅田

東予
新居浜

坂出

⑧ ⑮別府

宮崎

⑲

⑫

豊橋宇野

志布志

⑥

⑦
高松⑬

横須賀

⑤

～ドライバー不足の解決策 ④～

④

Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

⑫商船三井フェリー 2019年2月、5月 新船2隻
⑬日本通運ほか 2017年9月、12月 新船2隻

⑭栗林商船
2017年5月 新船1隻
2018年5月 新航路、増便
2019年12月 新船1隻

⑮日藤海運
2017年5月
2019年1月

新船2隻

⑯近海郵船 2018年1月、3月 新船2隻
⑰近海郵船 2019年4月 新航路
⑱オーシャントランス 2019年6月、11月 新船2隻
⑲八興運輸 2020年1月 新船1隻
⑳マルエーフェリー 2017年10月 新船1隻

2019年3月 新規就航
㉑琉球海運 2017年8月、11月 新船2隻

2019年9月 新規就航

中
長
距
離
フ
ェ
リ
ー

①商船三井フェリー 2017年5月、10月 新船2隻

②太平洋フェリー 2019年1月 新船1隻

③川崎近海汽船 2018年4月 新船1隻

④新日本海フェリー 2017年3月、6月 新船2隻

⑤新日本海フェリー 2021年中 新船2隻

⑥名門大洋フェリー 2021年12月、22年3月 新船2隻

⑦ジャンボフェリー 2022年、25年 新船2隻

⑧四国開発フェリー 2018年8月、12月 新船2隻

⑨フェリーさんふらわあ 2018年5月、9月 新船2隻

⑩阪九フェリー 2020年3月、6月 新船2隻

⑪宮崎カーフェリー 2022年5月、11月 新船2隻

⑪

新門司

鹿児島

懸案だった「高速料金問題」が2014年に決着し、需要の「長期見通し」が立てられるようになり、国の
モーダルシフト目標も決定されたことから、フェリー・RORO船の輸送力増強への取り組みが進展

2017年～2022年の６年間
「新船」建造の投資額

約 2,900億円

（ ２１社 ２５航路 ３６隻 ）

※日本旅客船協会調べ。長距離フェリー100億円／隻、
RORO船・中距離フェリー50億円／隻で算出
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全て、国内の造船所に発注＝内需拡大に貢献



～災害時におけるリダンダンシー ①～

関空連絡橋のタンカー衝突

（2018年9月4日 台風２１号）

⚫関空内に閉じ込められた外国人旅
行客など約3,000人を、緊急輸送。

東日本大震災 （2011年3月11日）

⚫ 震災翌日から、長中距離フェリー
各社が、自衛隊の緊急車両・人
員の緊急輸送に全面協力

⚫ １５社４８隻、延べ８９９航海

⚫ 人員約６万人、車両約１万７千台

⚫ この緊急輸送があったからこそ、
自衛隊・警察・消防・医療機関が、
数多くの人命を救えた。

北海道胆振東部地震

（2018年９月）

⚫北海道全域がブラックアウト。長距
離フェリー各社で、大量の電源車
をはじめ、自衛隊・医療機関・国交
省の車両・人員を緊急輸送

阪神淡路大震災

（1995年1月17日）

⚫関空～神戸フェリーで、ライフ
ラインの復旧車両を緊急輸送

⚫道路・鉄道が寸断されたため、
臨時航路を開設し、3か月間
で約60万人を輸送。

⚫海上支援基地などでも活躍

西日本豪雨 （2018年7月）

⚫土砂崩れ等で、広島～呉の道路
や鉄道が寸断され、広島～呉～
松山フェリー２社などが代替ルー
トとして活躍。約７千名を輸送。

⚫中国自動車道が通行止めとなっ
たため、関西～九州のフェリー各
社が、代替ルートとして利用。

西日本豪雨 （2018年7月6日～7日）

⚫本四架橋が2日間通行止め。本四フェリー各社
が代替ルート。トラック約３千台（対前年1500

台増）、旅客約3万2千人（対前年2万人増）

熊本地震 （2016年4月）

⚫ 関西～九州等のフェ
リー各社が、自衛隊
の緊急車両や人員等
の緊急輸送に協力

⚫ 人員約１万４千人、車
両約７千台

近年、頻発する大規模災害において、大量輸送が可能な海
上輸送の強みを活かし、陸路が寸断された場合の代替ルート
として、全国各地で活躍している。
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～災害時におけるリダンダンシー ②～

北海道 北海道 北海道旅客船協会 H24.3.27 災害発生時における緊急・救援輸送等に関する協定書

東 北 岩手県 東北旅客船協会 H18.1.17 災害時における旅客船による輸送等の確保に関する協定

関 東
東京都 関東旅客船協会 H8.7.1 災害時における船舶による輸送等に関する協定

横浜市 関東旅客船協会 H8.4.1 災害時における船舶の協力に関する協定

東海北陸
静岡県 静岡県旅客船協会 H14.12.26 旅客船による災害時の輸送等に関する協定書

三重県 東海北陸旅客船協会 H16.2.9 旅客船による災害時の輸送等に関する協定書

近 畿
大阪府 近畿旅客船協会 H17.12.14 船舶による災害時の輸送等に関する協定書

関西広域連合 近畿旅客船協会 H25.3.27 船舶による災害時の輸送等に関する協定書

神 戸
関西広域連合 神戸旅客船協会 H25.3.27 船舶による災害時の輸送等に関する協定書

神戸市 神戸旅客船協会 H20.11.1 災害時における船舶による輸送等に関する協定

中 国

広島市 広島地区旅客船協会 H10.1.16 災害時における船舶輸送に関する協定

広島県 広島県旅客船協会 H15.9.1 災害応急対策に必要な緊急輸送船舶の確保等に関する協定書

山口県
山口県旅客船協会
関門地区旅客船協会

H24.2.10 災害時における船舶による緊急輸送等に関する協定書

広島県江田島市
広島地区旅客船協会
呉地区旅客船協会

H28.3.17 船舶による災害時の輸送等に関する協定書

四 国
愛媛県 愛媛県旅客船協会 H17.2.14 災害時の船舶による輸送等に関する協定書

香川県 香川県旅客船協会 H25.3.8 大規模災害時における船舶輸送に関する協定書

九 州

鹿児島県 鹿児島県旅客船協会 H24.9.28 大規模災害時における旅客船による緊急輸送等に関する協定

佐賀県 佐賀県旅客船協会 H28.3.17 災害時における船舶による輸送等に関する協定書

佐賀県唐津市 佐賀県旅客船協会 H29.8.25 災害時における船舶による輸送等に関する協定書

各地の自治体と、旅客船協会との間で、災害時の輸送支援協定の締結が進んでいる。
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～地域の産業立地への貢献～

ジャンボフェリー（高松～神戸）の例 宮崎カーフェリー（宮崎～神戸）の例

ドライバー不足の中、宮崎の野菜・畜産品を、関

西～関東へ安定出荷するには、本航路の存在

が不可欠。

きゅうり
（全国1位）

ピーマン
（全国2位）

かぼちゃ
（全国5位）

さといも
（全国3位）

きんかん
（全国1位）

日向夏
（全国1位）

マンゴー
（全国2位）

肉用牛
（全国3位）

豚
（全国2位）

ブロイラー
（全国1位）

香川には、世界トップの大型クレーン車メー

カーや国内トップの大型橋梁メーカーや等が立

地。本四架橋を通行できない「大型重量物」の

輸送には、本航路の存在が不可欠。

高松

神戸

神戸

宮崎

大型クレーン車
（世界トップ）

大型橋梁物
（国内トップ）

超・大型水槽
（世界トップ）
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政 策 提 言

➢ １．モーダルシフトの推進

➢ ２．要望事項

➢ ①税制、船舶共有制度による省エネ対応型船舶への代替建造に対する

支援

➢ ②物流効率化（シャーシの基準緩和、無人航走の促進等）に資するモーダ
ルシフト促進事業に対する補助制度の拡充

➢ ③自動運航船の導入等、フェリーの運航の効率化（船の生産性向上、衛
星ブロードバンド装備の船上IoT時代に対応、電子制御主機関に対応）

➢ ④船舶の大型化に対応した港湾整備（－９ｍ、全長２２０ｍ～２４０ｍ岸壁）

➢ ⑤大規模災害に備えたフェリー埠頭の耐震化

➢ ⑥高速道路の料金政策を検討するに当たっては、公正な競争環境をゆが
めることなく、フェリーなど海上輸送に悪影響を与えないこと
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2020 年８月 18 日 
日本機械輸出組合 

 

次期総合物流施策大綱 ヒアリングご説明資料 

 
１．業界の物流に関する現状と今後の見通し 

新型コロナ感染拡大による国際物流の影響 
(1) 海外の消費低迷に伴う需給調整 
 
(2) 海上輸送および航空輸送の定期航路減少に伴う輸送スペース減と運賃の急騰 
  
(3) 在宅業務が求められる中、電子化の遅れに伴う従来型対面での業務対応 
 
(4) 海外生産拠点、調達先の見直し 

 
２．総合物流施策大綱への提言 

 （１）貿易データの情報化、利活用 
     1) サイバーポートの利用者層拡大 
 

2) 貿易手続きの全体最適化に向けた商流、金流、物流のデジタル化推進、データ連携 
   ① 関係省庁間の連携による貿易手続プラットフォーム全体像の検討 
    ② 標準化検討の進め方 
 

3) 貿易データの電子化・情報化推進（インボイス、L/C、B/L、原産地証明等の電子化）に 
よる対面業務の削減 

① 電子 B/L の法的（条約的）有効性確保に向けた国際合意の整備 
       ② 通関手続き（＋他法令）における書類提出の柔軟な対応 
       ➂ 原産地証明書発給の早期電子化（輸出）推進 
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 （２）物流 BCP 対策 

    大規模自然災害、大型イベント（オリパラ、万博等）、セキュリティ・セーフティに影響する問題
（感染症問題を含む。）発生時の対応 

1) 港湾、空港の地域広域連携 
 
2) 貿易関係者に対する関連情報の収集・提供に向けた体制整備 

 ① 統合的な情報サイトの検討 
 ② 海外の規則改正に対する対応方法 

 
3) 鉄道とトラック等、モーダルシフト推進 

 
 （３）航空セキュリティ対策にかかる情報共有化（荷主企業）と KS 制度の運用見直し 

     1) 航空当局とステークホルダー間の情報共有強化 
 

2) AEO、KS/RA 制度の認定方法、監査方法の見直し 
  
  

以上 
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